
1 この表の第3階層における地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第1項   
第2号の所得割を計算する場合には、同法第314条の7及び同法附則第5粂   
第3項の規定は適用しないものとする。  
また、この表の第4階層～第7階層における「所得税の額」とは、所得税法  
（昭和40年法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及び災害   
被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175   
号）の規定によって計算された所得税の額をいう。   
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  

1この表の第3階層における地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第1項   
第2号の所得割を計算する場合には、同喧第314粂の7第1項第1号、第2項、   
同法314粂の8、同法附則第5条第3項及び第5粂の4第6項の規定は適用し   
ないものとする。   
また、この表の第4階層～第7階層における「所得税の額」とは、所得税法  
（昭和40年法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及び災害   
被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175   
号）の規定によって計算された所得税の額をいう。   
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  

（1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項   

（2）租税特別措置法第41粂第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の   
19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  

（1）所得税法第78粂第2項第1号、第92条第1項、第95条第1項、第2項及び  

第3項  

（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の  
3の2第4項及び第5項、第41条の19の2第1項並びに第41粂の19の3第1  
項   

（3）（略）   

2 （略）  

（3）租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第  
12条  

2この表の「保育単価」とは、乳児、1～2歳児、3歳児及び4歳以上児の保育単   
価から民間施設給与等改善費加算額、単身赴任手当加算費、入所児童（者）   
処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費及び施設機能強化推進費を控除した   
額をいう。  
3 児童の属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、次表に掲げる階層に認定さ   
れた場合は、この表の規定にかかわらず、それぞれ次表に掲げる徴収金（保   
育料）基準額とする。  

（1）「母子世帯等」…母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第17  
粂に規定する配偶者のない看で現に児童を扶養して  
いるものの世帯。  

（2）「在宅障害児（者）のいる世帯」…次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。  

①身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める身体障害  
者手帳の交付を受けた者。  

②療育手帳制度要綱（昭和48年9月27日厚生省発児第156号）に定める  
療育手帳の交付を受けた者。  

③精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）  
第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者。  

④特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）に  
定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和34年法律  
第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者。   

3 （略）  

（1）（略）  

（2）（略）   

（D（略）  

②（略）  

③（略）  

④（略）  



l  l 
（3）（略）  l  l （3）「その他の世帯」…保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和25年法律  

第144号）に定める要保護者等特に困窮していると市  
町村の長が認めた世帯。  

（略）  徴収金（保育料）基準額（月額）  

階層区分3歳未満児の場合l3歳以上児の場合  

第2階層 0円 0円  

第3階層 18，500円 15，500門  

4（略）  4第2階層から第7階層までの世帯であって、同一世帯から2人以上の就学前  
児童が保育所、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部、知的障害児通  
園施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設通園部、情緒障害児短期治  

療施設適所部に入所又は児童デイサービスを利用している場合において、次  
表の第1欄に掲げる児童が保育所に入所している際には、第2欄により計算し  
て得た額をその児童の徴収金（保育料）の額とする。  

ただし、児童の属する世帯が3に掲げる世帯の場合の第2階層から第3階層  
の第2欄については、3に掲げる徴収金（保育料）基準額により計算して得た  

額とする。  

第1欄 第2欄  第1欄 第2欄   

ア 上記4に掲げる施設を利用している就学前児（略）  ア 上記4に掲げる施設を利用している就学前児徴収金（保育  
竜（該当する児竜が2人以上の場合は、そのう  

ち最年長 
童のうち、年長者（該当する児竜が2人以上の料）基準額表  

のヰーの1人とする∩）  場合は、そのうち1人とする∩）  に定める額  

イ 上記4に掲げる施設を利用しているア以外の（略）  イ 上記4に掲げる施設を利用しているア以外の徴収金（保育  
就学前児童（該当する児竜が2人以土壁塩仝  就学前児童のうち、年長者（該当する児竜が2料）基準額表  

は、そのうち最年長のヰ、の1人とする。）  人以上の場合は．そのうち1人とする∩）  ×0．5  

ウ（略）   姐  ウ上記4に掲げる施設を利用している上記以外徴収金（保育  

の就学前児童   
＿≧過上土  

（注）10円未満の端数は切り捨てる。  （注）10円未満の端数は切り捨てる。  

2（略）  2徴収金（保育料）基準額の特例  
その市町村の全地域又は相当地域にわたる災害等の特別な理由により1による基  
準額により難いときは、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長の申請に  
基づいて厚生労働大臣の定めるところによることができること。  
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

『「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」  
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標記の昭和51年4月16日厚生省発児第59号の5厚生省児童家庭局長通知  

の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成21年4月分の運営費の支弁、徴  

収及び負担から適用することとしたので通知する。  
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『「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」通知の施行について』の一部改正新旧対照表   

○『「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金」通知の施行について』（昭和51年4月16日厚生省斜里第59号の5）厚生省児童家庭局長通知  

改 正 前  改 正 後  

第1 保育単価及び支弁額について  
1 保育単価について   

保育単価の構成は、地域差を吐区分、定員規模別を旦区分、年齢別   
を乳児、1～2歳児、3歳児及び4歳以上児の4区分とし、この額（基   
本分保育単価）にすべての保育所について児童用採暖費加算額、民間   
施設給与等改善費、除雪費、寒冷地手当の支給地域に所在する保育所   

にあっては、寒冷地加算、北海道に所在する保育所にあっては事務用   

採暖費加算額、単身赴任手当加算費が承認された保育所にあっては単   
身赴任手当加算費、施設機能強化推進費が承認された保育所にあって   
は施設機能強化推進費、特別保育事業等を実施する保育所にあっては   
事務職員雇上費の加算及び主任保育士の専任加算がそれぞれ行われ、   

また、これらによる年齢別保育単価に各月初日の年齢別入所児童数を   
乗じて得た額と、月途中入退所がある場合にはその入所児童数を乗じ   
た合算額（私立認定保育所（就学前の子どもに関する教育、保育等の   

総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第10条第1   
項第5号に規定する私立認定保育所をいう。以下同じ。）にあっては、   

同法第13条第2項の規定により読み替えられた児童福祉法（昭和22年   
法律第164号。以下「法」という。）第51条第4号に規定する保育料額   
を控除した額とする。）によって、その月の支弁額の算定が行われる   

ものであること。   

児童用採暖費加算額又は寒冷地加算額の加算については、その保育   
所の所在する地域が一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正   
する法律（平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）前の   
国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1条に定める地域により、そ   
の適用すべき加算額を異にするのでその該当級地等を確認のうえ、あ   
らかじめ関係市町村及び保育所に連絡しておかれたいこと。   

年齢別保育単価に含まれている職員構成は、所長のほか、保育士に   

ついては乳児3人につき1人、1～2歳児6人につき1人、3歳児20   
人につき1人、4歳以上児30人につき1人（ただし、定員90人以下の   
施設においては、この定数のほか1人加算）並びに調理員等について   
は2人（定員45人以下の保育所においては1人、定員151人以上の保   
育所においては3人）とされているのでこれを充足すること。   

なお、前記のほか非常勤の保育士が配置されていること。   

第1保育単価及び支弁額について  
1 保育単価について   

保育単価の構成は、地域差を廷区分、定員規模別を建区分、年齢別   
を乳児、1～2歳児、3歳児及び4歳以上児の4区分とし、この額（基   
本分保育単価）にすべての保育所について児童用採暖費加算額、民間   
施設給与等改善費、除雪費、寒冷地手当の支給地域に所在する保育所   
にあっては、寒冷地加算、北海道に所在する保育所にあっては事務用   
採暖費加算額、単身赴任手当加算費が承認された保育所にあっては単   
身赴任手当加算費、施設機能強化推進費が承認された保育所にあって   
は施設機能強化推進費、特別保育事業等を実施する保育所にあっては   
事務職員雇上費の加算及び主任保育士の専任加算がそれぞれ行われ、   
また、これらによる年齢別保育単価に各月初日の年齢別入所児童数を   
乗じて得た額と、月途中入退所がある場合にはその入所児童数を乗じ   
た合算額（私立認定保育所（就学前の子どもに関する教育、保育等の   
総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第10条第1   
項第5号に規定する私立認定保育所をいう。以下同じ。）にあっては、   
同法第13条第2項の規定により読み替えられた児童福祉法（昭和22年   
法律第164号。以下「法」という。）第51条第4号に規定する保育料額   
を控除した額とする。）によって、その月の支弁額の算定が行われる   
ものであること。   

（略）  



改 正 前  改 正 後  

2 所長の設置又は未設置の認定について  

（1）保育単価については、その保育所の長が各月の初日において欠   
員又は無給であるときは、その人件費を控除した未設置の保育単価   
が適用されるが、この設置又は未設置であるかどうかの認定は、そ   

の保育所を管轄する都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市   
長が行うこととし、おおむね次の基準によられたいこと。   
ア その所長が児童福祉事業に2年以上従事した者又はこれと同等   
以上の能力を有すると認められる者で、常時実際にその保育所の運   
営管理の業務に専従し、かつ有給のものである場合に限り、設置の   

単価を通用すること。   
イ したがって私立保育所において、 2以上の施設若しくは他の事   

業と兼務し、保育所長としての職務を行っていないものは欠員とみ   
なして未設置の単価を適用すること。  

（2）保育所長の欠員補充に伴い新たに所長設置の保育単価を適用す   
るにあたっては、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長   
は、その保育所の設置者からその旨の申請（保育所名、所長設置の   
保育単価の適用年月日、所長となる者の氏名、年齢、児童福祉事業   
に従事した期間、給与等を記載した履歴書等）を徴し、前記（1）の基   

準に適合しているときは所長設置の保育単価の適用の決定を行い、   
欠員補充された日の属する月の翌月（月初日に欠員補充された場合   
はその月）から所長設置の保育単価の適用承認を行うこととする。   

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、所長設置の保   
育単価が適用されている保育所については、申請又は指導監査等を   
通じてその状況を把握し、（1）の基準に適合しなくなった場合には、  

（1）の基準に適合しなくなった日の属する月の翌月（月初日に（1）に   

適用しなくなった場合はその月）から未設置の単価の適用を行うこ   
ととする。   

3 民間施設給与等改善費の承認等について   

交付要綱に定める民間施設給与等改善費（以下「民改費」という。）  

の加算額の承認等は、その保育所を管轄する都道府県知事又は指定都  
市若しくは中核市の市長が行うこととし、その基準及び事務処理は次  
によられたいこと。  

（1）交付要綱に定める民改費の加算率の適用は、職員1人当り平均   
勤続年数を基礎として次表によるものとすること。  

2 所長の設置又は未設置の認定について  

（略）  

3 民間施設給与等改善費の承認等について   
交付要綱に定める民間施設給与等改善費（以下「民改費」という。）  

の加算額の承認等は、その保育所を管轄する都道府県知事又は指定都  
市若しくは中核市の市長が行うこととし、その基準及び事務処理は次  
によられたいこ七。  

（1）（略）  

1－・  」■ ‾  三．ノ．＿＿  y■｛＿L椚一▲「＿1 点．【   ■－   



改 正 前  改 正 後  

内  訳  

加算率の区分  職員一人当たりの平均勤続年数         人件費  

加算分   

12％加算分  10年以上   10％   2％  
10％加算分   7年以上 10年未満   8％   2％   
8％加算分   4年以上  7年未満   6％   2％   
4％加算分   4年未満   2％   2％   

（7）算定の対象となる職員は、その保育所に勤務するすべての常勤   

職員（嘱託職員等の非常勤職員を除く。）とすること。．  
（イ）個々の職員の勤続年数の算定に当たっては＿、現に勤務する保育   

所における勤続年数、当該職員のその他の社会福祉施設（現に勤務   
する施設以外の施設であって、社会福祉法第2条に定める施設のう   
ち、保護施設、老人福祉施設（軽費老人ホーム、養護老人ホーム及   

び特別養護老人ホームに限る）、婦人保護施設、児童福祉施設（児   

童厚生施設及び児童家庭支援センターを除く。）、障害者支援施設、   
障害福祉サービス事業（施設を必要とするものに限る。・）を行う事   

業所、障害者自立支援法附則によりなお従前の例に妄り運営できる   
こととされた身体障害者更生援護施設及び知的障害者援護施設、盲   
人ホーム、視聴覚障害者情報提供施設並びに福祉ホーム）における   
通算勤続年数、児童福祉法第12条の4に定める施設における勤続年   
数及び「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推   
進に関する法律」に定める認定こども園における勤続年数を合算す   

るものとする。  

（ウ）その保育所の職員1人当り平均勤続年数は（7）により算定した   

全職員の合算総勤続年数を算定の基礎となった職員数により除して   

得た年数（6月以上の端数は1年とし、6月未満の端数は切り捨て   
ること。）をいうこと。  

（ェ）前記職員1人当り平均勤続年数の算定は、当該年度の4月1日   
現在において行い、その年度の途中においてその職員の異動があっ   
ても適用の変更は行わないものであること。  

（2）入所児童の処遇等に不適切な事由が認めら．れ、改善措置が講じ  

られない場合は、改善措置が講じられるまでの間で貴職が必要と認  

める期間、民改費の管理費加算分若しくは人件費加算分又はその両  
者を減ずるものであること。ただし、遡及適用は行わないこと。   

（2）（略）  



改 正 前  改 正 後  

（3）「保育所運営費の経理等について」（平成12年3月30日児発第29   
9号児童家庭局長通知）の旦の（2）の結果、「1運営費の使途範囲」   
から「且 運営費の管理・運用」までに定める以外の支出が行われ   
ていた場合には、4月分から翌年3月分までの間、民改費全額につ  

いて加算を停止するものとすること。  
（4）また、加算を停止した施設であっても、「保育所運営費の経理等   

について」（平成12年3月30日児発第299号児童家庭局長通知）の別   
表1に掲げる事業等のいずれかを実施する保育所であって、同通知   
の1の（2）の①から⑦までに掲げる要件を満たすものについては、民   
改費が加算されたものと仮定して、同通知の別表2に掲げる経費等   
への充当を行って差し支えないこととする。  

（5）民改費は、そもそも余剰がなく給与改善等に支障を来すおそれ   
のある民間施設における、公・私施設間の職員給与格差の是正など   
を目的としており、配当に対して支出が行われている保育所につい   
ては、対象とならないものであること。  
（6）都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長は、市町村長   
（指定都市及び中核市の市長を除く。以下同じ。）に保育所の設置者   
から別紙（1）に定める申請書を取りまとめさせ（指定都市及び中核市   

の市長は直接、保育所の設置者から申請書を徴すること。）、いずれ   
かの加算率の適用に該当するかの承認を行い、市町村長に通知する   
措置を講ずること。市長村長は、その内容を保育所の設置者に通知   

すること。   

4 保育所事務職員雇上費の加算について   
交付要綱の第3の2・の（9）に定める事務職員雇上費の加算について   

は、次に掲げる次世代育成支援対策交付金対象事業及び保育対策等促   
進事業等のいずれかを実施する保育所に加算するものとする。  
（1）延長保育実施保育所及び延長保育自主事業実施保育所（王盛建   
年瑚草本職通知「次世代育成支援対策交付金   

の交付対象事業及び評価基準について」に定める要件に適合するも   
の及びこれと同等の要件を満たして自主事業として実施しているも   

の。）  

（3）「保育所運営費の経理等について」（平成12年3月30日児発第29  
9号児童家庭局長通知）の旦の（2）の結果、「1運営費の使途範囲」  

盈  且 運営費  から「  

出が行石れていた場合には、4月分から翌年3月分までの間、民改  
費全額について加算を停止するものとすること。  
（4）（略）  

i、■l  

（5）（略）  

（6）（略）  

4 保育所事務職員雇上着の加算について   
交付要綱の第3の2の（9）に定める事務職員雇上費の加算について  
は、次に掲げる次世代育成支援対策交付金対象事業及び保育対策等促  
進事業等のいずれかを実施する俸育所に加算するものとする。  
（1）延長保育実施保育所及び延長保育自主事業実施保育所（里盛旦9  
年1岬草本職通知「次世代育成支援対策交付金   
の交付対象事業及び評価基準について」に定める要件に適合するも   
の及びこれと同等の要件を満たして自主事業として実施しているも   
の。）  

・l  
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改 正 前  改 正 後  

（2）一時保育促進事業実施保育所及び一時保育自主事業実施保育所  
（平成12年3月29日児発第247号本職通知「保育対策等促進事業の実  

（2）一時保育促進事業実施保育所及び一時保育自主事業実施保育所  
（平成20年6月9日雇児卿号本職通知「保育対策等促進事  
業の実施について」に定める要件に適合するもの（対象児童は、事  
業開始月（年度当初から事業を開始する場合は、4月又は5月）に  
おける平均対象児童が1人以上いること）及びこれと同等の要件を  
満たして自主事業として実施しているもの。）  

（3）病児・病後児保育事業実施保育所及び病児病後児保育自主事業  
実施保育所（平成20年6月9日雇児発第0609001号本職通知「保育対  

施について」に定める要件に適合するもの（対象児童は、事業開始  
月（年度当初から事業を開始する場合は、4月又は5月）における  
平均対象児童が1人以上いること）及びこれと同等の要件を満たし  
て自主事業として実施しているもの。）  

（3）病児・病後児保育事業実施保育所及び病児病後児保育自主事業  
実施保育所（平成12年3月29日児発第247号本職通知「保育対策等促   
進事業の実施について」に定める要件に適合するもの及びこれと同   
等の要件を満たして自主事業として実施しているもの。）  
（4） 乳児が3人以上入所している保育所（月の初日において乳児が   
3人以上入所している月から年度を通じて加算。）   

5 主任保育士の専任加算について   
交付要綱の第3の2の（10）に定める主任保育士の専任加算について  
は次に掲げる次世代育成支援対策交付金対象事業及び保育対策等促進  
事業等を複数実施する保育所に加算するものとする。  

（1）延長保育実施保育所及び延長保育自主事業実施保育所（室盛週   
隻脚日雇丹野箆1130001号本職通知「次世代育成支援対策交付金   
の交付対象事業及び評価基準について」に定める要件に適合するも   
の及びこれと同等の要件を満たして自主事業として実施しているも   
の。）  

（2）一時保育促進事業実施保育所及び一時保育自主事業実施保育所   
（平成12年3月29日児発第247号本職通知「保育対策等促進事業の実  

策等促進事業の実施について」に定める要件に適合するもの及びこ  
れと同等の要件を満たして自主事業として実施しているもの。）  
（4）（略）  

5 主任保育士の専任加算について   
交付要綱の第3の2の（10）に定める主任保育士の専任加算について  
は次に掲げる次世代育成支援対策交付金対象車業及び保育対策等促進  
事業等を複数実施する保育所に加算するものとする。  
（1）延長保育実施保育所及び延長保育自主事業実施保育所（里盛些   
年1岬03号本職通知「次世代育成支援対策交付金   
の交付対象事業及び評価基準について」に定める要件に適合するも   
の及びこれと同等の要件を満たして自主事業として実施しているも   
の。）  

（2）一時保育促進事業実施保育所及び一時保育自主事業実施保育所  
（平成20年6月9日雇埋卿号本職通知「保育対策等促進事   
業の実施について」に定める要件に適合するもの（対象児童は、事   
業開始月（年度当初から事業を開始する場合は、4月又は5月）に   
おける平均対象児童が1人以上いること）及びこれと同等の要件を   
満たして自主事業として実施しているもの。）  

（3）病児・病後児保育事業実施保育所及び病児病後児保育自主事業  
実施保育所（平成20年皐月9日雇児翠第0609001草本職通知「保育対  
策等促進事業の実施について」に定める要件に適合するもの及びこ  
れと同等の要件を満たして自主事業として実施しているもの。）  

（4）（略）  

施について」に定める要件に適合するもの（対象児童は、事業開始  
月（年度当初から事業を開始する場合は、4月又は5月）における  
平均対象児童が1人以上いること）及びこれと同等の要件を満たし  
て自主事業として実施しているもの。）  

（3）病児・病後児保育事業実施保育所及び病児病後児保育自主事業  
実施保育所（平成12年3月29日児発第247号本職通知「保育対策等促  
進事業の実施について」に定める要件に適合するもの及びこれと同  
等の要件を満たして自主事業として実施しているもの。）  

（4）乳児が3人以上入所している保育所（月の初日において乳児が  
3人以上入所している月から年度を通じて加算。）   



改 正 前  改 正 後  

6 保育単価の予算措置等について   
保育単価は、最低基準を維持するのに必要な最低の経費であるから、  
市町村においては必要な予算措置を行い、所定の保育単価による支弁  
額を各月必ず支弁するよう厳正に指導されたいこと。したがって都道  
府県知事は、毎年度当初において、管下市町村の予算書抄本を徴する  
等、その市町村における支弁予定額を確認し、適切なる指導を加えら  

れたいこと。   

なお、この費用の性質にかんがみ、各月初日の入所児童については  

当月分は遅くともその月中に精算支弁するように、月途中入退所につ  
いては市町村の実情、施設の運営等を勘案しながら支弁するよう指導  
されたいこと。  

6 保育単価の予算措置等について  

（略）  

塩■  

第2 徴収金（保育料）基準額について  
1交付要綱の第4に定める徴収金（保育料）基準額の算定については、   

市町村において適正かつ簡明に行えるよう－各月初日の入所児童の属す   

る世帯を課税額等の状況に応じ区分し、それぞれ入所児童1人当たり   
の基準額をさだめていること。   

入所児童の属する世帯の課税額等の確認については、関係機関との   
連携を密にして、誤りなきを期するよう指導することはもちろんであ   
るが、各市町村における各階層区分の確認の適否は、直ちに国庫負担   

に重大な影響をもたらすこととなるので、指導監査等を通じて、とく   

にこの点の状況を厳密に監督することとされたいこと。   

2 その世帯の階層区分の認定については、その児童と同一世帯に属し   
て生計を一にしている父母及びそれ以外の扶養義務者（家計の主宰者   
である場合に限る。）のすべてについて、それらの者の課税額の合計   

額により行うものであること。   

ただし、私立認定保育所については、その児童と同一世帯に属して   

生計を一にしている父母及びそれ以外の法第24条第2項に規定する保   
育の実施に係る児童の保護者（家計の主宰者である場合に限る。）の   

すべてについて、それらの者の課税額の合計額により行うものである   
こと。  

第2 徴収金（保育料）基準額について  
（略）  
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改 正 前  改 正 後  

3 その世帯の階層区分の確認は次によられたいこと。   
ア 被保護世帯の確認は、福祉事務所等において行うこと。   
イ 前年度分市長村民税の課税状況の確認は、その市町村の市町村  

民税主管課の資料等に基づいて行うこと。   

ウ 前年分の所得税の課税状況の確認は、その市町村の市町村民税  
主管課又は税務署において行うこと。   

ェ アからウまでによって確認した場合においては、その確認方法、  
確認年月日、税額等を保育児童台帳の相当の欄に記載し、確認者  

の印を押印すること。  
なお、課税状況の確認を証明書を徴して行うこととしている場合  
においては、その課税額がない場合においてもその旨の証明書を  

徹すること。   

オ 前年分の所得税の課税状況を把握するにあたって1月ないし3  
月の間においてはその確認が困難な場合もあるので、前々年分の  

課税状況により階層を決定するものであること。  

第3 保育所における運営費の経理について   
保育所における運営費の経理については、別に定めるところによるこ   

と。   

第3 保育所における運営費の経理について  
（略）  



（資料25）  

（案）  

都道府県  
各 指定都市 民生主管部（局）長 殿  
中核市  

厚生労働省  
雇用均等・児童家庭局保育課長  

児童福祉法による保育所運営費国庫負担金交付要綱等  

の改正点及びその運用について   

平成※年※月※日厚生労働省発雇児第※号により「児童福祉法による保育所運営費国  
庫負担金について」等が一部改正され、平成21年4月分の運営費の支弁、徴収及び負  

担から適用することとされたが、今回の改正点及び運用上留意すべき事項は次のとおり  

である。  

第1 交付要綱等の改正点について  

1 基本分保育単価関係  

（1） 社会保険料事業主負担金  
厚生年金保険料等の改定に伴う引き上げ  

（2） 地域手当  
人事院規則による支給割合の改正等に伴う改正  

（3） 職員健康管理費  5，337円 →   5，417円  

2 加算単価関係  
主任保育十の専任加算  

1施設年額  2，971，158円→2，975，229円  

3 その他  
今回の改正により保育単価等の定員区分が細分化されたところであるが、  

定員区分「41人から45人まで」及び「46人から50人まで」は平成  

21年度限りとし、平成22年度以降は定員区分「41人から50人まで」  
に統合される予定であるので留意すること。  

－360－   



第2 平成21年度保育所職員の本俸基準額及び特殊業務手当基準額  

職  種   格  付   
特殊業務手当基準額  

本俸基準額  
調整数  基本額   

所  長   （福）2－33   253，800円  

主任保育士   （福）2－17   230，112円   1   9，325円   

保 育 士   （福）1－29   195，228円   1   7，800円   

調理員等  （行二）1－37   165，800円  

（注）1 この表は、保育所運営費負担金の予算積算上の給与格付けを  

例示したものである。  
2 「格付」とは、国家公務員給与法に定める俸給表及び級号俸  

を指している。  
3 主任保育士・保育士にあっては、当該俸給額の他、特別給与  

改善費を加えたものを本俸基準額としている。  
4 なお、主任保育士・保育十は、本俸基準額とは別に特殊業務  

手当基準額（基本額×調整数）を本俸基準額に加えている。  

第3 交付要綱等に定める保育単価に含まれている管理費は別紙「保育単価に含まれ  
ている管理費」のとおりである。  

－361－   



別紙  

保育単価に含まれている管理費   

その保育所の  その保育所の長がその月   その月初  日   
その月初日の  初日において設置又は未  の入所児童   管理費  
定員区分  設置（欠員・無給）の区分  の年齢区分   

円  
乳  児  12，686  

置  1，2歳  7．543  
31人  3歳  3．942  
から  4歳以上  3，428  

40人  乳  官  12．539  
まで   未  置  1，2歳  7，396  

3歳  3．795  
4歳以上  
乳  

3 281   
l∃ し  12，640  

置  1，2歳  7．497  
41人  3歳  3，896  
から  4歳以上  3．382  
45人  乳  日 し  1乙509  
まで   未  置  1，2歳  7，366  

3歳  3，765  

4歳以上  3 251   
乳  巳  12、713  

置  1，2歳  7，570  
46人  3歳  3．969  
から  4歳以上  3，455  
50人  乳  【∃ し  12，595  
まで   置  1，2歳  7．452  

3歳  3．851  
4歳以上  3 337   
乳  l∃ L  12，247  

置  1，2歳  7－104  
51人  3歳  3、503  
から  4歳以上  

乳  
2，989  

60人  電  12．149  
まで   未  置  1，2歳  7．006  

3歳  3．405  
4歳以上  
乳  

2 891   
【∃ し  11，988  

置  1，2歳  6，845  
61人  3歳  3，244  
から  4歳以上  

乳  
2，730  

70人  
l∃ 」  11．905  

まで   未  置  1，2歳  6．762  

3歳  3，161  
4歳以上  2 647   
乳．  已  11．798  

置  1，2歳  6．655  
71人  3歳  3．054  
から  4歳以上  2 540  
80人  乳  し  11．725  
まで   未  置  1，2歳  6．582  

3歳  2，981  

4歳以上  2 467   
乳  児  11．647  

置  1，2歳児  6．504  
81人  3歳児  2，903  
から  4歳以上児  

乳  
2 389  

90人  L  11．582  
まで   未  置  1，2歳  6、439  

3歳  2、838  

4歳以上  
乳  

2 324   
11．217  

置  1，2歳  6．074  
91人  3歳  乙473  
から  4歳以上  1959  
100人  乳  11．159  
まで   未  置  1，2歳  6，016  

3歳  2．415  
4歳以上  1、901  
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その保育所の  その保育所の長がその月  その月初日   
その月初日の  初日において設置又は末  の入所児童   管理費  
定員区分  設置（欠員・無給）の区分  の年齢区分   

乳  児  11，149  

設  置  1，2歳児  6，006  
101人  3歳児  2、405  
から  4歳以上児  1，891  

110人  乳  児  11，096  

まで  未  設  置  1，2歳児  5，953  
3歳児  乙352  

4歳以上児  1，838   

乳  児  11，090  
置  1，2歳児  5．947  

111人  3歳児  2，346  

から  4歳以上児  1．832  

120人  乳  児  11，041  

まで   未  設  置  1，2歳児  5，898  
3歳児  2，297  

4歳以上児  1，783   
乳  児  11，040  

置  1，2歳児  5，897  
121人  3歳児  2，296  

から  4歳以上児  
乳  

1，782  
130人  児  10，995  
まで   未  置  1，2歳児  5．852  

3歳児  2．251  

4歳以上児  1，737   

乳  児  10，999  

置  1，2歳児  5，856  

131人  3歳児  2，255  
から  4歳以上児  1，741  
140人  乳  児  10．957  

まで   未  置  1，2歳児  5，814  

3歳児  2，213  

4歳以上児  1，699   

乳  児  10．965  
置  1，2歳児  5，822  

141人  3歳児  2，221  

から  4歳以上児  1，707  
150人  乳  児  10，926  

まで   未  置  1，2歳児  5，783  

3歳児  2，182  
4歳以上児  1，668   

乳  児  10，932  
置  1り2歳児  5，789  

151人  3歳児  2，188  

から  4歳以上児  1，674  
160人  乳  児  10，896  

まで   未  置  1，2歳児  5，753  
3歳児  2，152  
4歳以上児  
乳  

1，638   
児  10、905  

置  1，2歳児  5，762  

161人  3歳児  2．161  

から  4歳以上児  1，647  
170人  乳  児  10，871  
まで   未  置  1，2歳児  5．728  

3歳児  2，127  
4歳以上児  1，613   
乳  児  10，882  

置  1，2歳児  5、739  

3歳児  2，138  
171人  4歳以上児  1、624  

以上   乳  児  10，849  
未  置  1，2歳児  5I706  

3歳児  2，105  
4歳以上児  1，591   
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（資料26）  

（案）  

雇児発第 ※ 号の2  

平 成 ※ 年 ※ 月 ※ 日   
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都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  
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平成21年度小規模保育所に係る保育単価について   

児童福祉法による保育所運営費国庫負担金の交付要綱については、本日付  

厚生労働事務次官通知をもって一部改正されたところであるが、同通知の第3の  

3により、小規模保育所（平成12年3月30日児発第296号厚生省児童家庭  

局長通知「小規模保育所の設置認可等について」により承認され、同通知の第1  

の2のただし書の適用を受けたもの）に適用される保育単価を別紙のとおり定め、  

平成21年度分について適用することとしたので通知する。   

なお、保育単価に含まれている管理費は別紙（参考）のとおりである。  

－364－  



別 紙  

小規模保育所適用保育単価表  

その保育  その保育   その保育所の長  その月初日   基本分   民間施設給与等改善費   
所の所土  所のその  がその月刀日に  加算額（第2欄）   
する地域  
区分   定員区分   12．0％  10．0％  8．0％  4．0％  

の年齢区分  
円  円  円  円  円  

設  
乳  児     227，400    26，140    21，780    17．420   

置  
3 歳 児   102，940  11．570  9，640  7，了10  3，850  

20人  4歳以上児   95．800  10．720  8．930  7．140  3．570  
まで  乳   白 し  

未 設 置      已  
17／100  日 し  

臼 し   
地域  乳   8 し  

設  置      日 し  
21人  

lヨ し  

から  日 し   
30人  乳   日 し  
まで  未 設 置      白 し  

B し  

日 L．   

乳   E】 し  

設  置      日 し  
巳 し  

20人  日 し   
まで  乳   Eヨ し  

未 設 置      l∃ し  
14／100  日 し  

日 し   
地域  乳   lヨ し  

設  置      日 し  
21人  日 し  
から  日 し   
30人  乳   児  
まで  未 設 置     1．2歳児  

【ヨ L．  

lヨ し   

設   
乳  し  

置   1．2歳   し  
L．  

20人  し   
まで  乳  し  

未 設 置   1，2歳   し  
12／100  L．  

し   
地域  乳  し  

設  置   1，2歳   し  
21人  し  
から  し   
30人  乳   児  
まで  未 設 置     1，2歳児  

し  
し   

設   
L．  

し   
20人  置  乳 1．2歳     217．610 149．490  24．960 16，780  20，800 13，980  16．630 11，180  8，310 5，580        98，720  11．060  9，220  7，3了0  3，680     4歳以上   91．910  10，250  8．540  6．830  3．410  
まで  乳  193．310  

未 設 置   1，2歳     125，190   
11／100  74，420  8－140  6，790  5．430  2，710   

4．以上   67．610  7．330  6．110  4890  2 440  
地 域  乳  194，480  

設  置   1，2歳     126．360   
21人  75，590  8，280  6，910  5．520  2，760  
から  4歳以上   68．780  7．470  6．230  4．980  2．490  
30人  乳  178，270  20．240  16，870  13，480  6，740  
まで  未 設 置   1．2歳                    110，150  12，060  10，050  8．030  4，010  

3 歳 1   59，380  6．340  5，290  4．220  2，110  
4歳以上   52．570  5．530  4，610  3．680  1．840   
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その保育  その保育  その保育所の長  その月初日  民間施設給与等改善費   
所の所在  加算額（第2欄）  

の入所児童  
区分   定員区分   12，0％  10．0％  臥0％  4．0％  

の年齢区分  
乳   日 し  

設  置      lヨ し   
Iヨ し  

20人  乾   
まで  乳   lヨ し  191，900  21，870  18．230  14，580  7，280  

未 設 置                        124，320  13，760  11，4了0  9，170  4，580  
10／100  73，930  8，090  6．740  5，390  2，690  

4．以上  日 し  67，180  7．280  6，0了0  4．850  2．420  
地域  乳   已  

設  置     日 し  

21人  已   
から  4歳以上  日 し  68．300  7、420  6．180  4．940  2．470  

30人  乳   lヨ し  

まで  未 設 置      【ヨ し   
58，990  6，300  5．240  4，200  2，100  

4歳以上  白 し  52．240  5．490  4．570  3．66 
乳   日 し  

設  置      白 し  
已  

20人  lヨ し   

まで  乳   日 し  190，480  21．700  18．080  14．470  了，230  
未 設 置                        123，450  13，660  11，380  9．100  4．550  

9／100  73，450  8，030  6．690  5，350  2．670  
4．以上  lヨ し  66．750  了．230  6．020  4．820  2．410  

地域  乳   lヨ し  

設  置      已  

21人  琶  
から  巳   
30人  乳   し  175．640  柑，920  】6，600  13，280  6，630  
まで  未 設 置                        108，610  11，880  9，900  7，910  3，950  

58．610  6，250  5．210  4，160  2，070  
4歳以上  日 し  51．910  5．450  4．540  3．630  1．810   
乳   已  

設   置     lヨ し  
巳   

20人  4歳以上  －ヨ し  89．970  10．020  8．350  6．680  3．340  
まで  乳   】ヨ し  柑9，0了0  21，540  17．940  14，350  了．170  

未 設 置                        122，590  13．560  11．290  9，030  4．510  
8／100  tヨ し  

巳   
地域  乳   巳  

設   置     tヨ し  

21人  巳  
から  巳   

30人  乳   日 し  
まで  未 設 置      l∋ し  

日 し  
lヨ し   

乳   巳 し  
設   置      已  

日 し  
20人  【ヨ し   
まで  乳   已 し  

未 設 置      已  
7／100  lヨ し  

lヨ し   

地域  乳   白 し  

設  置      日 し  

21人  日 し  
から  已   
30人  乳   巳  173，010  19，610  16，330  13．070  6，530  
まで  未 設 置                    1．2歳児   107．080  ll．690  9．740  7，790  3，890  

3 歳 児   57，840  6，160  5，120  4，100  2，050  
4歳以上児   51．250  5．370  4．470  3．580  1．790  
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その保育  その保育  その保育所の長  その月刀日  民 間 施設給 与 等改書費   

所の所在  加算額（第2欄）  
の入所児童  

区分   定員区分   12．0％  10．0％  8．0％  4．0％  
の年齢区分  
乳  児   209，460  23，980  19，990  廿980  7，980  

設  置                      1．2歳児   144，070  16，130  13，450  10，750  5，3了0  
3  歳 児   95．210  10，640  8．870  7，090  3，540  

20人  4歳以上児   88．680  9．860  8．220  6．570  3，280  
まで  乳  児   186，240  21，190  17．660  14，120  7，050  

未 設 置                          120，850  13，340  11，120  8．890  4．440  
6／100  71，990  7，850  6，540  5，230  2，610  

4、以上  lヨ し  65．460  7．070  5．890  4．710  乙350  
地域  乳   l∃ し  187．180  21－310  17、760  14，200  7．090  

設  置                        121，790  13．460  11．220  8，970  4，480  
21人  72．930  7．970  6，640  5，310  2，650  
から  4歳以上  tヨ し  66．400  7．190  5．990  4．790  2．390  
30人  J  日 し  171，700  19，450  16，210  12．960  6，470  
まで  未設置   

57．450  6，110  5，090  4，070  2，030  
4歳以上  l∃ し  50．920  5．330  4．440  3．550  1．770   
乳   【∋ し  207，830  23，了80  19，820  15、850  了，920  

設   置                        142．980  16，000  13．330  10－660  5，330  
94，510  10，550  8，790  7，030  3，510  

20人  4歳以上  日 し  88．030  9．780  臥150  6．520  3．260  
まで  乳  児   184．830  21．D20  17，520  14，010  7，000  

未 設 置                          119，980  13．240  11，030  8，820  4，410  
5／100  71，510  7，790  6，490  5．190  2，590  

4．以上  臼 し  65．030  7．020  5．850  4．680  2．340  
地域  乳   lヨ し  185，730  21．130  17．610  14，080  7，030  

設  置                        120．880  13，350  11，120  8，890  4，440  
21人  72．410  7，900  6．580  5，260  2，620  
から  4歳以上  lヨ し  65、930  7．130  5．940  4．了50  2，370  
30人  乳   日 し  170－390  19，290  16．080  12－860  6．420  
まで  未 設 置                         105，540  11．510  9，590  7．670  3．830  

57，070  6，060  5，050  4，040  2，010  
4歳以上  lヨ し  50．590  5．290  4．410  3．530  1．760   
乳   ！∃ し  204，570  23，390  19，490  15．590  7，790  

設   置                        140，820  15－740  13．110  10，490  5，240  
93．110  10．390  8，650  6，930  3，460  

20人  4歳以上  ‡∃ し  86．フ40  9．630  臥020  6．420  3．210  
まで  乳   l∃ し  柑2，000  20．680  17，240  13，780  6，880  

未 設 置                        118．250  13，030  10，860  8，680  4．330  
3／100  70，540  7，680  6．400  5，120  2、550  

4．以上  臼 し  64．170  6．920  5．770  4．610  2．300  
地域  乳   t∃ し  182，810  20，780  17．320  13，850  6，920  

設   置                        119．060  13，130  10，940  8，750  4，370  
21人  71，350  了，780  6．480  5，190  2，590  
から  4歳以上  日 し  64．980  7．020  5．850  4．680  2．340  
30人  乳   l∃ し  167．770  18，970  15．810  12，640  6．310  
まで  未 設 置                         104．020  11，320  9，430  7．540  3，760  

56，310  5．970  4，9了0  3，980  1．9BO  
4歳以上  lヨ し  49．940  5．210  4．340  3．470  1．730   
乳   日 し  199，670  22，800  19，000  15，200  7，600  

設  置                        137．560  15．350  12，790  10，230  5．110  
91，000  10．130  8－450  6，750  3，370  

20人  4歳以上  iヨ し  84．790  9．390  7．830  6．260  3，130  

まで  乳   lヨ し  177，760  20．180  16．810  13，450  6，了20  
未 設 置                        115，650  12．了30  10，600  8，480  4，Z30  

その他  3 歳 児   69．090  7，510  6、260  5，000  2，490  
4歳以上児   62．880  6．770  5．640  4．510  2．250  

地域  乳  児   178，430  20，260  16，8了0  13，500  6．750  

設  置                      1，2歳児   116，320  12，810  10．660  8，530  4，260  
21人  69，760  7，590  6．320  5．050  2，520  
から  4歳以上  日 し  63．550  6．850  5．700  4．560  2，280  

30人  乳   【ヨ し  163，830  18，500  15，410  12，330  6，160  
まで  未 設 置                         101．720  11．050  9，200  7，360  3．670  

55，160  5，830  4，860  3，880  1．930  
4歳以上  日 し  48．950  5090  4．240  3．390  1．690   
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別紙（参考）  

小規模保育所適用保育単価に含まれている管理責  

その保育  その保育所の長  その月初日  
所のその  がその月初日に   

の入所児童  
定員区分  未設置（欠員・  

の年齢区分   

乳 児  
円  

14．635  
置  1，2   9．492  

3 歳   5．891  
20人  4歳以   5．377  
まで   乳 児   14．342  

未 設 置  1．2   9，199  
3 歳   5，598  
4歳以   5．084   
乳 児   13．246  

置  1，一2   8，103  
21人  3 歳   4，502  
から  4歳以   3，988  
30人  乳 児   13．051  
まで   未 設 置  1．2   7，908  

3 歳   4．307  
4歳以   3，793   
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（資料27）  

（案）  

雇児発第 ※ 号の 3  

平 成 ※ 年 ※ 月 ※ 目   

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

平成21年度夜間保育所加算分保育単価について   

児童福祉法による保育所運営費国庫負担金の交付要綱については、本日付厚生  

労働．事務次官通知をもって一部改正されたところであるが、同通知の第3の3に  

より夜間保育所（平成12年3月30日児発第298号厚生省児童家庭局長通知  

「夜間保育所の設置認可等について」により承認されたもの）に適用される加算  

分保育単価を別紙のとおり定め、平成21年度分について適用することとしたの  

で通知する。  

－369－   



別 紙   

夜間保育所加算分保育単価  

その保育所の   民間施設給与等改善費   
年齢 区分  加算額    その月初日の  加算額（第 2 欄）  
定員区分  

12．0％   10．0％   8．0％   4．0％  

加算分   加算分  加算分  加算分   

円   円   円   円   円  
3歳未満児  13，870   1，100   910   730   360  

20人まで  

3歳以上児   15，440   1，100   910   730   360   

円   円   円   円   円  
21人から  3歳未満児  10，810   730   610   480   240   

30人まで  3歳以上児   12，380   730   610   480   240   

円   円   円   円   円  
31人から  3歳未満児  9，280   550   450   360   180   

40人まで  3歳以上児   10，850   550   450   360   180   

円   円   円   円   円  
41人から  3歳未満児  8，770   480   400   320   160   

45人まで  3歳以上児   10，340   480   400   320   160   

円   円   円   円   円  
46人から  3歳未満児  8，360   440   360   290   140   

50人まで  3歳以上児   9，930   440   360   290   140   

円   円   円   円   円  
50人から  3歳未満児  7，750   360   300   240   120   

60人まで  3歳以上児   9，320   360   300   240   120   

円   円   円   円   円  
61人から  3歳未満児  7，320   310   260   200   100   

70人まで  3歳以上児   8，880   310   260   200   100   

円   円   円   円   円  
71人から  3歳未満児  6，990   270   220   180   90   

80人まで  3歳以上児   8，550   270   220   180   90   

円   円   円   円   円  
81人から  3歳未満児  6，730   240   200   160   80   

90人まで  3歳以上児   8，300   240   200   160   80   
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夜間保育所加算分保育単価に含まれている事業費  

年齢区分   基本分   

円  

3歳未満児  4，697   

3歳以上児   6，263   

－370－   



（資料28）  

（案）  

雇児発第  ※  号  

平 成 ※ 年 ※ 月 ※ 目  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省  

雇用均等・児童家庭局保育課長  

「保育所への入所の円滑化について」の一部改正について   

標記の平成10年2月13日児保第3号厚生省児童家庭局保育課長通知の一部  

を別添新旧対照表のとおり改正し、平成21年4月1日から適用することとした  

ので通知する。  

－371－   



「保育所への入所の円滑化について」（平成10年2月13日児保第3号）の一部改正新旧対照表   

○保育所への入所の円滑化について（平成10年2月13日児保第3号）厚生省児童家庭局保育課長通知  

改 正 前   改 正 後  

標記について、本日別途厚生省児童家庭局長から通知されたところであ  

るが、その取扱いについては、下記の事項に留意されたい。  
標記について、本日別途厚生省児童家庭局長から通知されたところであ  

るが、その取扱いについては、下記の事項に留意されたい。  

記   

一 保育所への入所円滑化対策について  

市町村長が実施要綱に基づき定員を超えて保育の実施を行うことので   

きる児童数等については、以下の通りとする。ただし、実施要綱におい   

て定めるとおり、保育の実施は定員の範囲内で行うことが原則であり、   
定員を超えている状況が恒常的に亘る場合には、定員の見直し等に積極   

的に取り組むこL この場合の恒常的に亘るとは、連続する過去の旦重   
度旦常に定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率（当該年度   
内における各月の初日の在所人員の総和を各月の初日の認可定員の総和   

で除したものをいう。）が120％以上の状態をいうものであること。  

記   

一 保育所への入所円滑化対策について  

市町村長が実施要綱に基づき定員を超えて保育の実施を行うことので   

きる児童数等については、以下の通りとする。ただし、実施要綱におい   

て定めるとおり、保育の実施は定員の範囲内で行うことが原則で卒り、   
定員を超えている状況が恒常的に亘る場合には、定員の見直し等に取り   

組むこと。この場合の恒常的に亘るとは、連続する過去の2年度間常に   

定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率（当該年度内におけ   
る各月の初日の在所人員の総和を各月の初日の認可定員の総和で除した   

ものをいう。）が120％以上の状態をいうものであること。   

辛た、聯こ   

より、卿こよ   

る保育所運営費国庫負担金について」の保育単価表の定員区分の細分化  

を行ったところであり㈲芯じて見直しを行  

うこと。  

（－）市町村において待機の状況がある場合に、当分の間、年度当初に  

おいて定員を超えて保育の実施を行うことができるものである。た  
だし、こうした保育の実施を行うことのできる児童数は、概ね認可  

定員に15％を乗じて得た員数の範囲内とする。  

（二）略  

（一）原M、市町村において待機の状況がある場合に、当分の間、   
年度当初において定員を超えて保育の実施を行うことができるもの   

である。ただし、こうした保育の実施を行うことのできる児童数は、   
概ね認可定員に15％を乗じて得た員数の範囲内とする。  

（二）年度の途中において定員を超えて保育の実施を行うことのできる   

児童数は、原則として概ね認可定員に25％を乗じて得た員数の範囲   
内とする。   

ただし、保護者が産後休暇及び育児休業終了後に就業するに際し、   

ア 休業開始前既に保育所に入所していた児童を当該保育所に入所さ  
せる場合  

ア 略  

ーこ】貞i ＿て、↑「＝もL一三＝ー＝r r   



改 正 前   改 正 後  

イ 新たに養育することとなった児童を休業開始前既に保育所に入所   

させていた児童と同一の保育所に入所させる場合   

には、認可定員の25％を乗じて得た員数を超えても差し支えない   
こと。また、年度後半（10月以降）は、これらの場合に限らず、   

認可定員の25％を乗じて得た員数を超えても差し支えないこと。  
なお、アの場合に当たっては、例えば同一年度に再入所するよう   
な場合に徴収金関係書類の省略や申込書類等の簡素化を図るなど、   

利用者の負担軽減に資するよう申込手続をできる限り簡素化するよ   

う指導されたい。  

また、前年度に本制度を適用したことにより、年度の当初におい   
て定員を超えている場合は、まず定員の見直しに取り組むべきもの   

であるが、見直しが困難である場合には、（－）にかかわらず、引き  

イ 新たに養育することとなった児童を休業開始前既に保育所に入所  
させていた児童と同一の保育所に入所させる場合   

には、認可定員の25％を乗じて得た員数を超えても差し支えない   
こと。また、年度後半（10月以降）は、これらの場合に限らず、   

認可定員の25％を乗じて得た員数を超えても差し支えないこと。  
なお、アの場合に当たっては、例えば同一年度に再入所するよう  
な場合に徴収金関係書類の省略や申込書類等の簡素化を図るなど、   

利用者の負担軽減に資するよう申込手続をできる限り簡素化するよ  

う指導されたい。  

また、前年度に本制度を適用したことにより、年度の当初におい   
て定員を超えている場合は、（一）にかかわらず、引き続き保育の実  

施を行うことができるものとすること。   

（三） 略  

続き保育の実嘩を行うことができるものとすること。  

（三）都道府県知事・指定都市市長・中核市市長は、該当施設について  

指導監査等を通じ児童福祉施設最低基準（昭和23年12月29日厚  
生省令第63号）及びその他の関係通知に定める基準の遵守状況の把  

握に留意すること。   

二 私的契約児の入所について  

私的契約児については、定員に空きがある場合に、既に入所している   
児童の保育に支障を生じない範囲で入所させることは差し支えないもの   

であること。   

三 その他  

（－）本制度の趣旨は、待機児童の状況に鑑み、保育所への入所の一層  

の円滑化を図ることを目的としており、例えば、意図的に、定員を  

減員して定員区分を変更しながら、本制度により定員を超えて児童  
を入所させるなどないよう十分留意すること。  

私的契約児の入所について  

略  

三 その他  

（一）本制度の趣旨は、待機児童の状況に鑑み、保育所への入所の一層  

の円滑化を図ることを目的としており、例えば、意図的に、定員を  

減員して定員区分を変更しながら、本制度により定員を超えて児童  
を入所させるなどないようにすること。  

（二）剛こおいて本制度を適用し定員を超えて保育の実施を行い、  
当該年度においても保育ニーズがあるにもかかわらず、意図的に入  
所児童数を調整することがないようにするこL  

（三）略  ⊆1都道府県知事は、該当施設から定員の見直しの届出があった場合   
には、あらかじめ、地域の保育需要の見通し等に関し、市町村長の  

意見を求めること。   



改 正 前  改 正 後  

建吐 定員の見直しは、昭和51年4月16日厚生省発児第59号の2   

「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」における．一   

般分保育単価表の定員区分に見合って行われる必要はなく、また、   
地域事情の変化により定員を減員する場合においても、柔軟に対応   

するよう努められたいこと。   

剋 略   

鎚 本通知は、平成21年4月1日から適用するものである。  
な串、一におゼる定員を超えている状況が恒常的に亘る場合にお  

出 走員の見直しは、昭和51年4月16日厚生省発児第59号の2  

「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」における一  

般分保育単価表の定員区分に見合って行われる必要はなく、また、  
定員の増員後、地域事情の変化により定員を減員する場合において  
も、柔軟に対応するよう努められたいこと。   

上里と 本制度の運用にあたり、実施要綱により難い場合等があるときに  

は随時当省に協議されたいこと。  

且 本通知は、平成11年4月1日から適用するものであるが、平成   
11年4月．1日以降に入所する児童について、本年度中に入所を承  
諾する場合に、本通知に従い、定員を超えて保育の実施を行っても  
差し支えないものであること。  

ける定員の見直し等の取組は  平成23年4月1日から適用とする  

l  

ただし、平成21年4月1目、聯こおいて、  
連続する過去の3年度間宮に定員を超えており、かつ、各年度の年  
間平均在所率（当該年度における各月の初日の在所人員の総和を各  

月の初日の認可定員の総和で除したものをいう。）が120％以上   
の場合は定員の見直し卿  

（削除）  廷立 昭和57年8月24日児福第22号「保育所への年度途中におけ  
る入所について」及び平成4年3月5日児福第6号「育児休業に伴  
う保育所への年度の途中での円滑な受入れ等について」は、廃止す  
る。  

1 1  1  

l遷巨  ±警：＿1r  
、 ■  ∃kこ丁ニ㌻i也こ転三官  て劇こ■⊥㌢－一見一食ヒニケ  r‾ 1dL己守1J忘こ上ちニF  －⊥應こ一ぷrlご忘ここ竺二十y  

ーー一重L．ヾ‾∵㌧ゴ■」丁ここでニーてY   



平成21年度 保育対策等促進事業費補助金実施要綱 新旧対照表（案）  

現 行  コん：て吏乙  
lヰ人⊥⊥一l久  

雇児発第0609001号  
平成20年6月9日  
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

保育対策等促進事業の実施について  保育対策等促進事業の実施について  

就労形態の多様化等といった社会的背景により、  
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対応したサービスが求められている  も多様なニーズに対応したサービスが求められている。   

そこで、子育てにおける負担の軽減や仕事と子育ての両立支援など、安  
心  

こで、子育てにおける負担の軽減や仕事と子育ての両立支援など、安  
心  

して子育てが出来る環境づくりを総合的に推進するため、保育対策等促進  
事業を次により実施し、平成20年4月1日より適用することとしたので、  
本事業の円滑な実施を図られだて通知する。   
あわせて、貴管内市町村（特別区を含む。）に対して、貴職よりこの旨  
周知されるようお願いする。  
なお、本通知の施行に伴い、平成12年3月29日児発第247号厚生省  
児童家庭局長通知「保育対策等促進事業の実施について」は、平成20年  
3月31日限りで廃止する。  
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周知されるようお願いする。  
なお、本通知の施行に伴い、平成12年3月29日児発第247号厚生省  
児童家庭局長通知「保育対策等促進事業の実施について」は、平成20年  
3月31日限りで廃止する。  
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第2 事業の実施  
各事業の実施   
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① 国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものと   
する。   
ァ 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補  
助する事業   

ィ 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業  
② 本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者負担とするこ   
とができる。  
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 実施主体は、市町村又は保育所を経営する者とする0 ／ 、 ′ノ 】 十Il  
（3）対象児童   



本事業の対象となる児童は、法第24条の規定による保育の実施の  
対象とならない就学前児童とする。   
ただし、同居親族等が対象児童を保育できる場合は、本事業の対象  
としない。  

（4）実施要  
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し支えない。  
実施するために必要な専用の部屋が確保されていること  

ただし、適切な事業実施が可能な場合は、保育所の空きスペース   
のほか、継続的な使用が確保される公共施設の空き部屋等において   
実施することも差し支えない。  
また、公共施設の空き部屋等を利用して本事業を実施する場合に   
おいても、最低基準第32条第8号の基準を満たすこと。  
③ 公共施設の空き部屋等で実施する場合には、保育士を2名以上配   
置すること。  
④ 最低基準第32条の規定に基づき、対象児童の人数に応じて、必  
なる設備の基準を確保すること  と
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村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
ては、実施保育所等について都道府県知事に十分協議を行うこと。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を  

整備しておくこと。  
（7）費用   
① 国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものと  

する。  
ア 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補  
助する事業  
指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業  
本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者負担とするこ  
ができる。  
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ついて検証することを目的とする。  
（2）実施主体  

実施主体は、市町村又は市町村が適切と認めた者とする。  
（3）対象児童  
本事業の対象となる児童は、法第24条の規定による保育の実施の   
対象とならない就学前児童とする。  
（4）実施要件   
① 最低基準第33条第2項の規定に基づき、対象児童の年齢及び人  
数に応じて、本事業を担当する者（以下「担当者」という。）を配  
置すること   
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々変動する利用児童数に対応するため、担当者を効率的かつ安  
的に確保し、事業の効率的な実施に努めること。  

③ 利用手続についても、利用者の利便性に配慮し、事務処理や管理   
業務を効率的に行うこと。  
④ 初めて利用する児童の情緒の安定に配慮するなど、保育所保育指   
針を参考として事業実施に努めること。  
⑤ 緊急の利用申込みにも対応できる実施体制の確保に努めること。  
⑥ 児童の急病、事故等の緊急時の対応方法について事前に定めるな   
ど、安全な実施体制を確保すること。  
⑦ 職員配置、備品、保育材料等について、児童の援助に支障がない   
よう十分に留意すること。  
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② 本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者負担とするこ   
とができる。  
また、時間単位での利用が可能となる上うに利用料の設定を行う   
こと。  
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あって、別添3「病児・病後児保育事業」を実施す  ③
 
 



る施設が近隣にない等の理由により、病児・病後児保育事業の利用  
が困難な児童  

（5）実施要件   
① 休日保育事業・時間外保育事業  
ア 最低基準第33条第2項の規定に基づき、対象児童の年齢及び  
人数に応じて、本事業を担当する保育士を配置すること。  
イ 保育室等の面積は、最低基準第32条の規定に基づき、対象児  
童の人数に応じて、必要となる面積が確保されていること。  
ウ 地域の児童を3名以上受け入れるとともに、当該事業所の労働  
者の子と合わせて利用児童数が10名以上とすること。  
ェ 認可保育所と同等の開所日数が確保されていること。  
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実施手続  

① 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ   
ては、実施施設について都道府県知事に十分協議すること。  
② この実施要綱の要件に適合する施設である旨の必要な書類を整備  
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ない就学前児童とする。   
ただし、同居親族等が対象児童を保育できる場合は、本事業の対象と  

l  」．、、 しノよレ、。  

実
 
 
 

1
 
 

4
（
 
 

）
イ
 
 対

か
宜
を
さ
 
 
 

創
部
逐
瀾
傾
 
 

3
事
剰
の
本
 
3
 
∵
 
 

㌢
資
傲
働
担
 
弟
軒
憧
備
逐
 
 

軋
む
児
の
業
 
 

＋
 
 

と
 
 ー
完
超
れ
 
 
 

準
士
て
 
 

基
青
く
 
 

低
保
な
 
 

最
た
い
 
 

、
ぇ
て
 
 

し
条
さ
支
業
し
継
と
 
 

だ
3
置
し
事
だ
、
こ
 
 

た
3
配
差
本
た
か
る
 
 
 

第
が
も
）
 
ほ
す
 
 

2
 
 

（
 
 

年
て
て
な
実
適
酌
差
共
低
 
 

加
 

、
第
れ
え
を
、
続
も
公
 
 

必要な専用の部屋が確  ＼
 
ト
十
 
 

育
き
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
鯨
 
 

巣
硝
射
れ
工
㍗
厨
 
 

∵
 
 

∴
 
 

と
 
 

こ
 
 

る
 
 可 

れ
 
 

が
さ
 
 

の
施
 
 

・
∴
‥
・
・
、
 
 

一
て
 
 

ペ
い
 
 

る公共施設  空
 
 

の
 
 き部屋等を利用して本事業を実施する場合にお  

2条第8号の基準を満たすこと。  
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（3）公共施設の  
すること。  
（4）最低基準第32条の規定に基づき、対象児童の人数に応じて、必要  
となる設備の基準を確保すること。   

5 留意事項  
（1）本事業の実施に当たっては、法第24条による保育の実施に支障が  
ないよう職員配置や設備基準について十分に留意すること。  
（2）本事業の実施に当たっては、保育所保育指針を参考とすること。  
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（別添3）  （別添2）  

休日・夜間保育事業実施要綱  休日・夜間保育事業実施要綱  

1 休日保育事  
椚 

1 休日保育事業  
（1）略   
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目
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対応するため、休日等に保育所等で児童を保育  
子育てができる環境を整備し、もって児童の福  
目的とする。  

（2）実施主体  

実施主体は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は市町村が適            一／ 、 ′ノしこ二l十Il ▼ ヽ′、ヽ   
（2）実施主体  

実施主体は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は保育所を経   
営する者とする。  切と認めた者とする。  

（3）略  （3）対象児  
本事業  
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16 4  

の対象  
童とす   

号）（以  

となる就学  ；】  

る。  
（4）実施要件  

（D 休日等を含めて、年間を通じて開所する保育所を指定して実施す  
ること。  
（∋ 児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）（以下「最  
低基準」という。）第33条第2項の規定に基づき、対象児童の年  
齢及び人数に応じて、本事業を担当する保育士を配置すること。  
ただし、保育士の数は全体で2名を下回らないこと。  

（∋ 対象児童に対して、適宜、間食又は給食等を提供すること。 ぺ．「了 t・⊥・」′■＿l／ヽ ′   ）   」  し 0  

（4）実施要件   

① 休日等を含めて、年間を通じて開所する保育所登を指定して実施  
すること。   
② 略   

継続的な使用が碑保される  ④ 本事業の実施場所は、保育所のほか   

① 市町村の長（指定都市及び中核市の市長を除く。以下同じ。）及  
び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっては、実施保育  
所等について都道府県知事に十分協議すること。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を  
整備しておくこと。  

（6）費用   

① 国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものと  
する。  
ア 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補  
助する事業  

イ 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業   
② 本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者負担とするこ  
とができる。  
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2 夜間保育推進事業  
（1）事業の目的  
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（4）事業の実施手続   
① 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
ては、実施保育所について都道府県知事に十分協議を行うこと。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所である旨の必要な書類を整  

備しておくこと。  
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国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとす   
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5 実施要件  
（1）病児対応型  

′
1
」
ヽ
ノ
．
－
．
′
 
二
一
【
÷
－
L
 
■
一
 
 

重
児
病
イ
配
育
 
 

施
病
 
下
上
保
 
 

件
対
悍
 
 

応
 
 

型  

（℃ 病児の看護を担当する看 嘗 ∵
・
l
 
 
 
ヽ
 
、
＋
イ
 
 

当
し
に
お
 
 

担
と
も
壷
 
 

を
1
と
児
 
 

師、准看譲師、保健師又は助産師（以  

を
る
利
ヒ
院
け
 
ス
ー
 
 

師、准看護  
1名以上由  
ために、利  
用定員2名  

師
児
設
は
 
産
病
施
て
 
 

勤
、
の
つ
 
 

は
に
上
あ
 
 

又
も
以
に
 
 

肺
と
人
設
 
健
と
4
施
 
 

保
る
員
の
 
 

軋
 
 

の看  護
等
 
 

以
安
あ
 
 

（
が
に
 
 

下「看護師等   
心して過ごせ   

っては保育士   

． 

② 本事業の実  

）を利鞘児童おおむね10人につき1名以  

賢
 

看護師  
置する  

リ
港
 

以
す
闇
の
町
 
い
境
 

整
上
る
 
た
村
 
こ
病
め
が
 
 

と
 
 育

 
 

保
 
 

人につき1名以上配置すること   を
 
 

士
 
 

適
 

診 
㈲
 
 

∴
一
専
 
 

付
 
 

等
 
 

用
）
 
 

専
り
 
た
（
 
 

れ
～
 
 

さ
1
 
 

設
げ
 
 

スペース又は本事  
の基準を満たし、  

施設であって、次の  
当と認めたものとする  

児 童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静  
室を有する  こ

 
 （イ）調理室を有すること。なお、病児保育専用の調理室を設ける   

ことが望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支え   
ないこと。  

（ウ）事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適  
場
育
期
応
の
安
あ
育
 
 

所  と
困
内
 
 

すること  した  
③ 集団保   
できない い 

かつ、保護者が家庭で保育を行うことが  
の受け入れを行うこと。  

⑤
 
）
①
 
 

2
 
 

（
 
 

あ
象
 
で
対
 
 

難
で
 
 

型
看
配
、
 
 
応
の
上
に
 
 

対
児
以
め
 
0
 
 

児
後
名
た
と
 
 

略
 
後
病
1
る
こ
略
 
 

病
 
き
言
る
 
 

が
間
型
看
心
 
 

量
 
目
し
 
 

－
1
ノ
 
 

対
児
が
に
 
 

（2）病後児  

後
児
設
 
 

病
後
施
 
 
 

病
の
 
①
 
 

護 
置  

護を担当する  
して過ごせる  

師
を
以
 
 

護
境
名
 
 

看
環
2
 
 

を
え
 
 

等
整
 
 

名
た
 
 

る
定
上
 
 

す
用
以
 
 

置
利
名
 
 

配
、
2
 
 

上
に
員
 
以
め
定
 
 

、
上
 
 

に
以
 
も
人
 
 

と
4
 
 

と
員
 
 

手
 
1
る
別
 
 

－
U
0
0
↓
－
 
 

っては保育士を  保育土を利用児童おおむね3人につき1名以上配置す  上、   の施設にあ  用  
士を1名以上、配置すること  っては保  「1 ⊥ し一・ ⊥ ′l－」・二／ヽ lヽ   ＝し」U＝＝」 ノ  qレ′＋＼－  」  0  

業 

ス
を
保
を
 
 

事
一
準
）
宝
 
木
ペ
基
ア
 
 
ス
の
（
 
 

②
 
 

は本事業のための専用施設であって、次の（ア）～（ウ）  
たし、市町村が適当と認めたものとする。  l■‾

J 

J＼－  ）  ヽ  ll一  」lJ ′｝  ノ⊥＝・・・・・・・」 し．一 日′し」、〉 ／ l J U ▼ ／ し－・・  ′   ⊂L′ 0  

育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室又は安静  
有
 
 

すること  
（イ）調理室を有すること。なお、病後児保育専用の調理室を設ける  
ことが望ましいが、本体施設等の調理室と兼用しても差し支えな  
いこと。  
（ウ）事故防止及び衛生面に配慮されているなど、児童の養育に適し  
た場所とすること。   

③ 集団保育が困難であり、かつ、保護者が家庭で保育を行うことが  
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び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっては、実施保育  
所等について都道府県知事に十分協議すること。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を  
整備しておくこと。  
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⑤ 実施要件   
ア 略  の実施場所については、次のとおりとする。  

a 家庭的保育者の居宅又は賃貸アパート等、事業を実施するの   
に適切と市町村が認めた場所とすること。  
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c 家庭的保育支援者については、専任の者を、原則として実施  
保育所に配置すること。  
d 家庭的保育支援者の配置については、家庭的保育者旦人から  
15人に対し1人の配置を標準とすること。  
e 賠償責任保険に加入すること。  

⑥ 連携保育所及び実施保育所の役割  
連携保育所及び実施保育所は、次の支援又は業務を行うものとす  

⑥ 連携保育所及び実施保育所の役割  
連携保育所及び実施保育所は、次の支援又は業務を行うものとす  
る。  
ア 略  
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連絡を受ける体制を整備するなど家庭的保育者を支  
を整備すること。   
また、担当者は各種研修等に積極的に参加し、相談・指導技術  
の向上に努めること。   
なお、家庭的保育支援者を配置する場合においては、担当者を  
配置しないこともできるが、その場合であっても家庭的保育者及  
び家庭的保育支援者への支援ができる体制を整備すること。  
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町村によ   イ 家庭的保育の申込みを代行するとともに   
欠ける認定を受けた児童の保護者に対して  
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育支援者を配置している場合は、家庭的保育支  
こともできること。   

‾百恵、衰庭的保育支履青首配置している場合は、家庭的保育支  
援者が送迎を行うこともできること。  

なお   
援者が送迎  



ェ 家庭的保育の実施場所を訪問等することにより、保育の状況把   
握に努めるとともに、家庭的保育者の相談に応じ、必要な指導・  こ 
援助を行うと。  
オ 保育する児童の日々の状況を確認し、児童の状態に応じた適切   
な保育が行われるよう、保育内容の計画・管理に努めること。  
カ 家庭的保育者の資質の向上等を図るための集合研修、OJT等   
を行うこと。  
キ 家庭的保育者が保育する児童を定期的に保育所に招いたり、児   
童の健康診断を保育所の入所児童と共に行うなどの連携を図ると   
ともに、家庭的保育者に対し、保育所や地域の行事に関する情報   
を提供し、当該行事に参加するよう勧めること。  
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痍するとともに、必要に応じ、家庭的保育支援者  
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帖 必要な知識の向上、技術の習得に努めること。  
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イ 家庭的保育者、家庭的保育支援者、連携保育所及び実施保育所   
が保護者との間で金銭の接受があった場合は、関係法令を遵守す   
るとともに、必要な帳簿を整備すること。  
ウ 本事業の実施に当たっては、保育所保育指針を参考とすること。  
ェ 個人実施型保育にあっては、家庭的保育者と連携保育所が一体   
的に事業を実施するものであるから、単に家庭的保育者の居宅に   
おいて少人数の児童を保育するのみの事業は対象とならないこ．と。  
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指導を行うなど重  
2）家庭的保育者等研修  
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可化移行環境改善事業と併せて実施できるものと  

（5）略  （5）事業の実施手続   

① 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
ては、実施保育所等について都道府県知事に十分協議すること。   
② この実施要綱の要件に適合する認可外保育施設等である旨の必要  
な書類を整備しておくこと。  

（6）略  
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 国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとす   

① 市町村が実施する事業に対して都道府県が補助する事業  
② 指定都市及び中核市が実施する事業  
（7）補助金の返還   

1
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れる場合は、国庫補助金を返還  る
 
 

4 保育所分園推進事業  
（1）事業の目的  
希望するすべての人が安心して子どもを保育所に預け、働くことが  
できるようにするため、待機児童の解消が喫緊の課題となっている。  
こうした課題に対応するため、定員規模が30人未満である保育所  
分園を設置する保育所に対して、運営に係る特別な経費を助成するこ  
とにより、保育所分園等の設置促進を図り、もって待機児童の解消を  
図ることを目的とする。   

（2）略   

（3）実施要件  

本事業の対象となる保育所は、平成10年4月9日児発第302号   
通知「保育所分園の設置運営について」に基づく保育所分園とする。  

4 保育所分園推進事業  
（1）事業の目的  

希望するすべての人が安心して子どもを保育所に預け、働くことが  
できるようにするため  待機児童の解消が喫緊の課題となっている。  

∴ 仁：：コ 」▲【：：コ 1－J・l・・・l、ヽ  （   〈  l   

こう  

分園を  
特定保  

対応するため、定員規模が30人未満である保育所  た
置
を
 
 

し
設
育
 
 

課題  ナ」
 
 保育所や保育所以外の利便性の高い場所で一時保育  る
施
 
 

す
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する施設に  戒ヲ＝首  

等の設置促進を図   もって待機児童の解消  

施
施
施
 
 

実
美
実
 
 

市町村又は保育所を経営する者とする。  

本事業の対象となる保育所は、次に掲げるものとする。  
ア 平成10年4月9日児発第302号通知 「保育所分園の設置運  
「削こついて」に基づく保育所分園  
イ 保育所以外の場所で次の事業を実施する施設  

胞要綱」に基づく  

b潮1「一時・  特定保育等事業実施要綱」に基づく   



（4）事業の実施手続   

① 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
ては、実施保育所について都道府県知事に十分協議すること。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所である旨の必要な書類を整  
備しておくこと。  

（5）費用  
国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとす   
る。   
① 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補助  
する事業   
② 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業  

（4）略  

（5）略  

5 保育所体験特別事業  
（1）事業の目的  
ベビーホテル等の認可外保  

5 （略）  
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市町村又は保育所を経営する者とする。  ま
 
 

本事業の対象となる者は、普段認可保育所を利用していない親子を   
対象とするものとする。  
（4）実施要件   

① 対象者が利用しやすい日（土日祝日も可）を選定して月1回以上  
実施すること。   
② 児童の発達状況の観察や保護者からの聞き取り等により、対象と  
なる親子の抱える悩みや問題点を的確に把握するとともに、指導の  
ための計画を策定の上、必要な支援を行うこと。  
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⑤ 本事業は、認可保育所を利用していない親子を対象とするもので   
あり、特にベビーホテルを利用している親子や引きこもり親子等が  

積極的に働きかけること  本事業に参加しやすいよう  
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（6）事業の実施手続   
（∋ 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
は、実施保育所について都道府県知事に十分協議すること  
、
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② この実施要綱の要件に適合する保育所である旨の必要な書類を整  

備しておくこと。  
（7）費用  
国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとす  

●、  

① 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補助   
する事業  

② 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業  

6 認可外保育施設の衛生・安全対策事業  
（1）事業の目的  
認可外保育施  職

る
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上
体
体
 
 

を図ることを目的と   

は、市町村とする。  
施
施
象
 
 

実
実
対
 
 本事業の対象となる者は、認可外保育施設に勤務する保育士及び調   
理担当職員とする。  
（4）実施要件   
① 感染症罷患の有無を発見するため、市町村が受診の必要を認める  
検査項目について健康診断を行うこと。   
② 感染症等に係る健診については、既存の健診制度を活用するなど  
して柔軟に実施すること。  

（5）事業の実施手続   

① 市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっ  
ては、実施保育所について都道府県知事に十分協議すること。   
② この実施要綱の要件に適合する保育所である旨の必要な書類を整  
備しておくこと。  

（6）費用  

国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとす   
る。   
① 市町村が実施する事業に対して都道府県が補助する事業   
② 指定都市及び中核市が実施する事業   

ム
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（別添旦）  

保育環境改善等事業実施要綱   

1 事業の目的   
駅前等の利便性の高い場所にある既存の建物を活用して、保育所や保   
育所分園等を設 置するなど保育を実施する施設の設置を促進し、もっ   
て児童の福祉の向上を図ることを 目的とする。  

2 実施主体   
実施主体は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は保育所を経営   
する者とする。   

3 対象事業   
本事業の対象となる事業は、次に掲げる「基本改善事業」及び「環境   
改善事業」とする。  
（1）基本改善事業  
既存の施設の改修等により事業実施施設を新たに設置する事業で、   
次に掲げるものとする。   
① 保育サービス提供施設設置促進事業  
保育の需要が高い地域において、保育所、保育所分囲等を実施す  
る施設を設置するため、既存施設の改修等を行う事業。  

（別添6）  

保育環境改善等事業実施要綱  

1（略）  

2（略）  

3 対象事業   
本事業の対象となる事業は、次に掲げる「基本改善事業」及び「環境   
改善事業」とする。  
（1）基本改善事業  
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③ 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）環境改善事業   「 
本通知の別添」病児・病後児保育事業実施要綱」の3の（3）  百事業実」の3の（3）  

良育事業調不良児対応型）」  
撒  
徽
 
病
 
 

本通知の別添3「  
目
し
 
 

1
・
・
ノ
 
 

に基づく事業（以下  （訝下「病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）」  
く
、
J
 
づ
う
 
 

基
い
 
に
と
略
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′
 
 

2
 
 

↑
■
1
1
 
 

業
 
 

事
 
 
 

という。）の実施に必要な保育所の  の実施に必要な保育所の改修等を行う事業。  
（2）環境改善事業  
利用者へのサービスの向上等のため、既存の事業実施施設の改修等   
を行う事業で、次に掲げるものとする。   
① 保育所障害児受入促進事業  
既存の保育所又は保育所分園において、障害児を受け入れるため  
に必要な改修等を行う事業。   
② 分園推進事業  
保育所分園の設置を推進するために必要な設備の整備等を行う事  
業。   
③ 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）推進事業  
病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）を実施するために必  
要な設備の整備等を行う事業。  

対象事業の制  を
損
 
限
助
破
 
 

4
（
（
 
（
 
 
 

受ける場合は、本事業の対象としないこと。  補
の
 
 

庫
設
 
 

＼  

他
既
こ
本
 
 

1
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）
、
レ
1
 
 

1
2
 
 
3
 
 

や老朽化に伴う改修・修繕は、本事業の対象としな  

の実施については、保育所障害児受入促進事業を除き、1施  

ノー毒  

■一電L．ニー、⊥ヨ，．＿＿ミニチエ「曾   
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士         金太付要綱 新旧対昭表（案）   

改正後  
改正前  

別表  
別表  

2 基  準  額   3 対象経費  
1区分  2基準額  3 対象経費   4 補助率    1区分  

1一時預かり事業   一時預かり事業に必要  1 一時・特定保育等事業   一時・特定保育等事業  

な経費   
に必要な経費   

太一 光り  保  

（年間延べ利用児童数により区∠ゝされ  
（年間延べ利用児童数により区分され  

るアに定める額とする）  コヒ・  
る次に定める額とする）  

女  日  
円  

1か・‾当たり  
1か所当たり年額  

1350000円  迎巴  

（300人以上900人未満）  対  
対  

（25人以上300人未満）  

2430000円  810000円  

策  （900人以上1500人未満）  策  （300人以上600人未満）  

3510000円  1350000円   
⊂⊃  
N  等  （1500人以上2100人未満）  等  （600人以上900人未満）  

4590000円  1，890000円   

促  （2，100人以上2700人未満）  促  （900人以上1200人未満）  

5670000円  2430，000円   

（2700人以上5300人未満）  進  
進  

（1200人以上1500人未満）  

6750000円  2970，000円   

事  3300人工上3900人未満）  ′事  （1500人以上1，800人未満）  

7830000円（3900人以上）  3510000円  

業  
業  （1800人以上2，100人未満）  

※保育所型における経過措置分  
4050000円   

●●！●・・  

（25人以上300人未満）  
（2100人以上2400人未満）  

（2）地域密着Ⅲ型  
4590000円   

∠    嗣延べlク   エ  メ  
（2400人以上2700人未満）  

㍗に｛めるとする  5130000円（2700人以上）  
1か所当たり年額  
1215000円  

（300人以上900人未満）   

（
塘
輩
u
O
）
 
 

†、1   



改正後  改正前  

2，187，000円  （ただし、事業期間が6か月未満  
（900人以上1，500人未満）  の施設にあっては、上記単価のそれ  

ぞれ半額）  

3，159，000円  
（1、500人以上2、100人未満）  

4、131、000円  
（2、100人以上2、700人未満）  

5，103，000円  
（2、700人以上3、300人未満）  

6、075、000円  
（3、300人以上り00人未満）  

7、047、000円（3、900人以上）  

※（1）、（2）ともに、1日当たり4  
時間未満の利用児童については2人  
で1人と算定すること  

（2）特定保育事業  
一時保育促進事業と同じ  

※（1）、（2）ともに、1日当たり4  
時間未満の利用児童については2人  
で1人と算定すること  

（3）在宅子育て家庭一時預かりパイロ  
ヱ上垂選  

1か所当たり年額 9，000，000円  
（ただし、事業期間が6か月末満の  
施設にあっては、4，500，000円）  

（4）地域保育資源活用事業  
（∋休日保育分  

ア基本分  
1か所当たり年額200，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満  
の施設にあっては、100、000円）  

・
・
－
己
・
 
 
 



改正後  改正前  

イ加算分  
利用児童1人当たり日額  

；辺型＿巴  

②時間外保育分  
ア基本分  
1か所当たり年額400，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満  
の施設にあっては、2軋000円）  

イ加算分  
利用児童1人当たり日額  

●●●■■  

③病児・病後児保育分  
ア基本分  
1か所当たり年額400，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満  
の施設にあっては、200，000円）  

イ加算分  
利用児童1人当たり日額  

互必担 

く⊃  
■ゝ  

2特定保育事業  特定保育事業に必要な  

（年間延べ利用児童数により区分  墜費   
される次に定める額とする）  

1か所当たり年額  
270．000円  

（25人以上300人未満）  

型辿担＿巴  

（300人以上600人未満）  

1．350，000円  
（600人以上900人未満）  

1、890，000円  
（900人以上1．200人未満）  

2450、000円  
1200人ぶ上1，500人未満）  

2、970、000円  
（1、500人以上1．800人未満）  

ぜ  ヽ   ＿、．■h  一 

＿、．  ・．L   



改正後  改正前  

3510000円  
（1800人以上2100人未満）  

4050000円  
2100人∫上2400人未満）  

4590000円  
2400人ジ上2700人未満）  

5150000円（2700人以上）  

※1日当たり4時間未満の利用児童に  
っいては、2人で1人と〝一定すること  

旦休日・夜間保育事業  休日・夜間保育事業に  旦休日・夜間保育事業  休日・夜間保育事業に  

必要な経費  必要な経費  

（1）休日保育事業  （1）休日保育事業  

1認可保女声ノゝ  1基本分（年間延べ利用児童数が  

（年間延べ利用児童数が210人以下）  210人以下）  

■ゝ  1か所当たり年額1176000円  1か所当たり年額 630，000円  
⊂⊃  
LJl  

（ただし、事業期間が6か月末偶の  
施設にあっては、315000円）  

②認可保育所加算分  
②加算分（年間延べ利用児童数が  

（年間延べ利用児童数が210人を超  210人を超える場合、基本  

える場合、基本分に加え、次の単価  分に加え、次の単価を加算）  

を加算）  

1か所当たり年額  1か所当たり年額  

組巴  坦週一巴 

（210人超280人未満）  （210人超280人未満）  

24l，500円  堕旦必軋巴  

（280人以上350人未満）  （280人以上350人未満）  

坐迎 
班里  

（350人以上420人未満）  （350人以上420人未満）  

組巴   441000円  

420人ジ上490人未満）  （420人以上490人未満）  

姐巴  墜辿姐旦  

（490人以上560人未満）  （490人以上560人未満）  



改正後  

岨巴   亘至込些 
（560人以上630人未満）  （560人以上630人未満）  

1、046，500円   型旦必担 
（630人以上700人未満）  （630人以上700人未満）  

1，207，500円   型皇遡狙 
（700人以上770人未満）  （700人以上770人未満）  

1．368、500円   1，071，000円  
（770人以上840人未満）  （770人以上840人未満）  

1、529、500円   1，197、000円  
（840人以上910人未満）  （840人以上910人未満）  

1，690、500円  

（910人以上980人未満）  

1，851、500円  
jゝ  
⊂⊃  

（980人以上1，050人未満）  

の  
2月12、500円（1、050人以上）  

③認可保育所以外基本分  
（年間延べ利用児童数が210人以  
王L  
1か所当たり年額 630，000円  

④認可保育所以外加算分  
（年間延べ利用児童数が210人を超  
える場合、基本分に加え、次の単価  
を加算）  

1か所当たり年額  
遡＿巴  

（210人超2SO人未満）  

ぷ担ユ些旦 

（280人以上350人未満）  

辿 
（350人以上420人未満）   
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改正後  改正前  

旦病児・病後児保育事業  病児・病後児保育事業  旦病児・病後児保育事業  病児・病後児保育事業  

①病児対応型  に必要な経費  ①病児対応型  に必要な経費  

（年間延べ利用児童数により区分さ  ア4人定員  

れる次に定める額とする）  1か所当たり年額8，480，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の施設  

1か所当たり年額  にあっては、4，240、000円）  

2、000．000円  イ2人定員  

50人以上200人未満）  1か所当たり年額6朋0、000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の施施  

4、800、000円  にあっては、3，O10，000円）  

（200人以上400人未満）  

7．000、000円  
（400人以上600人未満）  

9．200、000円  
（600人以上800人未満）  

11200．000円  

∈∋  
（800人以上l、000人未満）  

CP  

13、ヱ00、000円  
（l、000人以上1、200人未満）  

15．200、000円  
（l、200人以上1、400人未満）  

17．200．000円  
（1．400人以上1．600人未満）  

19200000円  
（1、600人以上1．800人未満）  

21，200，000円  
（1．800人以上2、000人未満）  

23ヱ00、000円（2、000人以上）  

②病後児対応型  ②病後児対応型  

（年間延べ利用児童数により区分さ  ア4人定員  

れる次に定める額とする）  1か所当たり年額6、790，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の施施  
にあっては、3，390，000円）  

■l＋■ J▼＿  － ヽ   



改正後  改正前  

1か所当たり年額  イ2人定員  

l、750、000円  1か所当たり年額4，630，000円  

（50人以上200人未満）  （ただし、事業期間が6か月未満の  
施施にあっては、2，310，000円）  

4．200，000円  
（200人以上400人未満）  

6、200，000円  
（400人以上600人未満）  

臥200．000円  

（600人以上800人未満）  

10．000、000円  
（800人以上1．000  

11．800、000円  
（1．000人以上l、200人未満）  

13．600、000円  
（1、200人以上1，400人未満）  

15、400，000円  
（1、400人以上1、600人未満）  

17、200，000円  
（1、600人以上1β00人未満）  

19．000、000円  
（1、800人以上2，000人未満）  

20．800，000円（2，000人以上）  

③低所得者減免分加算  
1及び虐）に係るもの）  

ア生活保護法による被保護者世帯  
5，000円×年間延利用人員  

イ市区町村民税非課税世帯  
2．500円×年間延利用人員  

千円未満切り捨て））  



改正前  改正後   

塾体調不良児対応型   
1か所当たり年額 4，410，000円  
（ただし、事業期間が 6か月未満の  
施施にあっては、2ヱ00，000円）   

④経過措置分  
ア 病児対応型  

塾体調不良児対応型   
1か所当たり年額 4，410，000円  
（ただし、事業期間が 6か月未満の  
施施にあっては、2，200，000円）  

a 4人定員（旧A型病児加算）  
1か所当たり年額 6  000，000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  
000円）  施施にあっては、3   

b 2人定員（旧B型病児加算）  
1か所当たり年額 4  
イ 病後児対応型   
a 4人定員（旧A型）  
1か所当たり年額 5  

カ 、月末浦の  （ただし、事業期間が 6   
施施にあっては、2jOO，000円）   

b 2人定員（旧B型）  
1か所当たり年額 3  

事業期間が 6か月未満の  （ただし  

000円）  施施にあっては、1   

ウ 施設型（旧C型）  
1か所当たり年額1  
（ただし、事業期間が6か月未満の  
施施にあっては、500，000円）  
エ 派遣型一時保育  
1か所当たり年額1  000，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の  

000円）   施施にあっては、500  



改正後  改正前  

旦待機児童解消促進等事業  待機児童解消促進等事  旦待機児童解消促進等事業  待機児童解消促進等事  

業に必要な経費  業に必要な経費   

（1）送迎保育ステーション施行事業  （1）送迎保育ステーション施行事業  

①事業費  ①事業費  

1か所当たり年額13386000円  1か所当たり年額131416，000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  （ただし、事業期間が6か月未満の  

施設にあっては、6693000円）  施設にあっては、6，708，000円）  

②賃借料  ②賃借料  

1か所当たり年額 3，000，000円  1か所当たり年額 ㍉000，000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  （ただし、事業期間が6か月末満の  

施設にあっては、1，500，000円）  施設にあっては、1，500，000円）  

（2）家庭的保育事業  （2）家庭的保育事業  

1家庭的保育者経  塾室塵旦埋貴重墓  

児童1当たり月額53、400円  ア家庭的保育者経翼  
児童1人当たり月額54，500円  

イ家庭的保育支援者経費  
家庭的保育支援者1人当たり年額  

4，698，000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の場  

合は、2、34乳000円）  

ウ連携保育所経費  
a基本分  
1か所当たり年額600，000円  
b加算分  
基本分に加え家庭的保育者1人  

旦つき次の年額単但を塑鼻  
」些ユ些1旦  

（ただし、事業期間が6か月末偶の場宣  

にあっては、a及びbの単価のそれぞ  
れ半額（千円未満切り捨て））  

②家庭的保育支援者経費  ②家庭的保育者等研修事業  

ア家庭的保育支援者6人以上に  1か所当たり年額 254，000円  

射し配置する場合  
家庭的保育支援者1人当たり年額  

4、651、000円  
（ただし、事業．間が6か月未満の場  

△は、2．315．000円）  
イ家庭的保育支援者3～5人に  
対し配窟する場合  
家庭的保育支援者1人当たり年額  

2315000円   

－
皇
一
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改正後  改正前  

（ただし、事業期間が6か月未満の場  

合は、1、157、000円）  

③連携保育所経費  
ヱ 
1か所当たり年額600、000円  

4」狙筆 
基本分に加え家庭的保育者1人  
につき次の年額単価を加算  

迎 
（ただし、事業期間が6か月未満の場合  

にあっては、a及びbの単価のそれぞ  

れ半額（千円未満切り捨て））  

（3）認可化移行促進事業  （3）認可化移行促進事業  
1か所当たり年額2，000，000円  1か所当たり年額2，000，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の  （ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、1，000，000円）  場合は11，000，000円）  

（4）保育所分園推進事業  （4）保育所分園推進事業  
1か所当たり年額 1、200，000円  ①保育所分園  

一  
（ただし、事業期間が6か月未満の  1か所当たり年額 1，200，000円  

N  場合は、600、000円）  （ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、600，000円）  

d  ②一時・特定保育実施施設  

1か所当たり年額 600，000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、300，000円）  

（5）保育所体験特別事業  （5）保育所体験特別事業  
1事業当たり年額 塑勾塑旦巴  1事業当たり年額 1，000，000円  

（6）認可外保育施設の衛生・安全対策  （6）認可外保育施設の衛生・安全対策  
事業  事業  
1市町村当たり年額塁之迦旦巴  1市町村当たり年額 584，000円  

5 保育環境改善等事業   保育環境改善等事業に   5 保育環境改善等事業   保育環境改善等事業に  
J  必要な経費  

（1）基本改善事業  
1事業当たり  

（1）基本改善事業  
7，000，000円  1事業当たり  7，000，000円  

（2）環境改善事業  （2）環境改善事業  
1事業当たり 1，000，000円   1事業当たり 1，000，000円  
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母子保健衛生費等国庫負担（補助）金交付要綱一部改正新旧対照表（案）  

母子保健衛生費等国庫負担（補助）金交付要綱  母子保健衛生費等国庫負担（補助）金交付要綱  

1～2   （略）  1～2   （略）  

（交付の対象）  

3  

（1）～（3） （略）   

（交付の対象）  

（1）～（3） （略）  

（4）母子保健医療対策等総合支援事業（補助金）  

平成17年8月23日雇児発第0823001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「母子   

保健医療対策等総合支援事業の実施について」に基づき、実施する次の事業とする。   

ア 都道府県が行う子どもの心の診療拠点病院機構推進事業   

イ 都道府県、政令市及び特別区が行う療育指導事業   

り 都道府県、指定都市及び中核市が行う生涯を通じた女性の健康支援事業   

工 都道府県、指定都市及び中核市が行う特定不妊治療費助成事業   

オ（1）者脚事業  
（2）（D都道府県が行う総合周産期母子医療センターの運営事墓  

㈱周産期母子  

医療センターの運営事業に対して都道府県が補助する車墓   

力 都道府県が行う健やかな妊娠・出産等サポート事業  

（4）母子保健医療対策等総合支援事業（補助金）  

平成17年8月23日雇児発第0823001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「母子   

保健医療対策等総合支援事業の実施について」に基づき、実施する次の事業とする。   

ア 都道府県が行う子どもの心の診療拠点病院機構推進事業   

イ 都道府県、政令市及び特別区が行う療育指導事業   

ウ 都道府県、指定都市及び中核市が行う生涯を通じた女性の健康支援事業   

工 都道府県、指定都市及び中核市が行う特定不妊治療費助成事業   

オ碑妊娠・出産等サポート事業   

力 都道府県が行う妊産婦ケアセンター運営事業   

（交付額の算定方法）  

4   

（1）～（3） （略）  

（交付額の算定方法）  

4  

（1）～（3） （略）  （
埴
萱
u
一
）
 
 
 



1）、オ（2）の（D及びカの事業  3の（4）のうち、ア、イ、ウ、エ、オ（   （4） 3の（4）の事業  

ア 別表3の第2欄に定める種目ごと、に、第3欄に定める基準額と、第4欄に定める対   

象経費の実支出額から診療収入額及び寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し   

て少ない方の額を選定する。  

イ アにより選定された額に第5欄に定める補助率を乗じて得た額の合計額（カの事業   

についてはアにより選定された額）を交付額とする。  

（5） 3の（4）のうち、オ（2）の②の事業  

ア 別表3の第2欄に定める種目ごとに、第3欄に定める基準額と、第4欄に定める対   

象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較した額とを比較し   

て少ない方の額を選定する。  

イ アにより選定された額に第5欄に定める補助率を乗じて得た額の合計額   

についてはアにより選定された額）を交付額とする。  

（削除）  

（オの事業  

ア㈱と、第4欄に定める対象経費の実支出額から診療収   

入額及び寄付金その他の収入額を控除した額とを塵粗壁互   

選定する。  
イ アにより選定された額に3分の2を乗じて得た額と、都道府県が補助した額とを比  坤   

較して少ない方岬   

（交付額の下限）  

5 （略）   

（養育医療の給付等に要する費用の徴収基準額）  

6 母子保健法第20条の規定による養育医療の給付に要する費用につき、法第21条の4第1   

項の規定により、本人又は扶養義務者から徴収する、額の基準額は、当該児童の属する世帯   

の前年分の所得税額等に応じて、月額によって決定するものとし、その徴収月額は、盗塁   

各号に掲げる区分による徴収基準額表に定めた徴収基準月額により算定した額とする。た  

（交付額の下限）  

5 （略）   

（養育医療の給付等に要する費用の徴収基準額）  

6 母子保健法第20条の規定による養育医療の給付に要する費用につき、法第21条の4第1   

項の規定により、本人又は扶養義務者から徴収する額の基準額は、当該児童の属する世帯   

の前年分の所得税額等に応じて、月額によって決定するものとし、その徴収月額は、剋童  

1の徴収基準額表に定めた徴収基準月額により算定した額とする。ただし、当該児童の措   

置に要した費用について徴収する額は、都道府県又は、政令市及び特 別区の長の支弁す   

べき額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患 者に対する医療   

に関する法律による負担額を差し引いた額を越えないものであること。  

だし、当該児童の措置に要した費用について徴収する額は、都道府県又は、政令市及び特  

別区の長の支弁すべき額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患  

者に対する医療に関する法律による負担額を差し引いた額を越えないものであること。  

0年4月1日から平成20年6月30日まで 別表1  一 平成2  

二 平成20年7月1日以降  別表1－2  

（療育の給付に要する費用の徴収基準額）  

7 児童福祉法第20条の規定による療育の給付に要する費用につき、児童福祉法第56条第2   

項の規定により本人又はその扶養義務者から徴収する額の基準額は、当該児童の属する世   

帯の前年分の所得税額等に応じて、月額によって決定するものとし、その徴収月額は、迭  

旦各号に掲げる区分による徴収基準額表に定めた徴収基準月額により算定した額とする。  

ただし、当該児童の措置に要した費用について、徴収する額は、都道府県、指定都市、LP  

核市の支弁すべき額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患者に  

対する医療に関する法律による負担額を差し引いた額を超えないものであること。  

（療育の給付に要する費用の徴収基準額）  

7 児童福祉法第20条の規定による療育の給付に要する費用につき、児童福祉法第56条第2  

項の規定により本人又はその扶養義務者から徴収する額の基準額は、当該児童の属する世   

帯の前年分の所得税額等に応じて、月額によって決定するものとし、その徴収月額は、剋  

葬2の徴収基準額表に定めた徴収基準月額により算定した額とする。ただし、当該児童   

の措置に要した費用について、徴収する額は、都道府県、指定都市、中核市の支弁すべ   

き額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患者に 対する医療   

に関する法律による負担額を差し引いた額を超えないものであること。  
平成20年4月1日から平成2  0年6月30日まで 別表2  

別表2－2  二 平成20年7月1日以降   

」a巾邑L／プ‾、⊥ニモL ミニ・＝∴∴ビ   



8 （1）～（9） （略）  8 （1）～（9） （略）  

（10）都道府県は、国から概算払により間接補助金に係る補助金の交付を受けた場  

合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に  

交付しなければならない。  

（11）都道府県は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、次の条件の  

ほか（1）から（4）及び（6）、（7）に掲げる条件を付さなければならない。こ  

の場合において（2）から（4）、（6）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府  

県知事」と、「国庫」とあるのは「都道府県」と読み替えるものとする。  

ア 間接補助事業者が事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円（民  

間団体にあっては30万円）以上の機械及び器具については、適正化法施行令  

第14条第1項第2号により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、  

都道府県知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、  
譲渡し 、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。  

イ 間接補助事業者が地方公共団体の場合においては、この補助金と事業に係  

る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式第1による調書を作成し、  

これを事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはその承認  

を受けた日）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければならない。  

ウ 間接補助事業者が地方公共団体以外の場合においては、事業に係る収入及  

び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整  

理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の  

承認を受けた場合にはその承認を受けた目）の属する年度の終了後5年間保  

管しておかなければならない。   

エ 間接補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により間接補助金に  

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式  

第5により速やかに都道府県知事に報告しなければならない。  

なお、間接補助事業者が全国的に事業を展開する組織の－一支部（又は一支  

社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部  

（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、  

本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。  

また、都道府県知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税  

に係る仕入控除税額の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。   





新（案）  

別表1徴収基準額表（養育医療給付事業）  

（削除）   階層  世 帯 の 階 層 （細） 区 分  
徴収基準  

区分  月  額   

A階層   生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）盈  ㌧   
旧  

び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  
国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

世帯   

B階層   A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，600   260   

∧階層及び［）階層を除き当該  
Cl   5，400   

年度分の「†子町り氏税♂）課税  （所得割の額のない世帯）  
540  

C階層    世帯であって、その汗i町fご「民  
税の額の区分が次の区分に  

所得割の額ある世帯   C2   7，9qO   790   
言亥当する世楯   

所得税の年額 
円  

30，000円以下   Dl   10，800   1，080  

30，001′【、一 80，000  D2   16，200   1，620  

80，001～ 140，000  D3   22，400   2，240  

140，001′、 280，000  D4   34，800   3，480  

280，001ヘノ 500，000  D5   49，400   4，940  

A階層及びBP皆  500，001／、 800，000  D6   65，000   6，500  

層を除き前年分   800，001′、1，160，000  D7   82，400   8，240  

D階層                                                                                の所得税課税世   1，160，001～1，650，000  D8   102，000   10，200  

帯であって、そ   1，650，001～2，260，000  D9   123，√400   12，340  

の所得税課税の   2，260，001～3，000，000  DlO   147，000   14，700  

額の区分が次の   3，000，001～3，960，000  Dll   172，500   17，250  

区分に該当する   3，960，001～5，030，000  D12   199，900   19，990  

世帯   5，030，001～6，270，000  D13   229，400   22，940  

6，270，001以上   D14   

全額  轟音螢究荒 筆 
だしそ〃〕  
‘醤 
t 

・ 
26，300円   

備  （略）  

考  



新（案）  旧   

別表1徴収基準額表（養育医療給付事業）  別表1－2 徴収基準額表（養育医療給付事業）  

階層  世 帯 の 階 層（細） 区 分  
徴収基準  階層  世 帯 の 階 層 （細） 区 分  

徴収基準  

区分  月  額   月  額   

A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  

び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  

国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

世帯  世帯  

B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，600   260  B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，600   260  

Af塔層及びD階層を除き当揉  
Cl   5，400   540  

A階層及びD階層を除き当該  

年度分の市町村民税の課税  （所得割の額のない世帯）   
Cl   5，400   540  

年度分の市町村民税の課税  （所得割の額のない世帯）  
C階層    世帯であって、その市町村民  C階層    世帯であって、その市町村民  

悦の塀の区分が次の区分に  
C2   790  

税の額の区分が次の区分に  
所得割の額のある世帯  7，900  

該当する世帯   
所得割の額のある世帯   C2   7，900   790  

は当する世帯   

円  
所得税の年額 

円  
所得税の年額  
15，000円以下   Dl   10，800   1，080  15，000円以下   Dl   10，800   1，080  

15，001～ 40，000  D2   16，200   1，620  15，001～ 40，000  D2   16，200   1，620  

40，001～ 70，000  D3   22，400   2，240  40，001～ 70，000  D3   22，400   2，240  

70，001～183，000  D4   34，800   3，480  70，001～183，000  D4   34，800   3，480  

183，001～ 403，000  D5   49，400   4，940  183，001～ 403，000  D5   49，400   4，940  

A階層及びB階  403，001′、 703，000  D6   65，000   6，500  A階層及びB階  403，001ヘー 703，000  D6   65，000   6膏00  

層を除き前年分   703，001～1，078，000  D7   82，400   8，240  層を除き前年分   703，001～1，078，000  D7   82，400   8，240  

D階層  1，07乳001～1，632，000  D8   102，000   10，200  D階層  1，078，001～1，632，000  D8   102，000   10，200  

帯であって、そ   1，632，001～2，303，000  D9   123，400   12，340  帯であって、そ   1，632，001～2，303，000  D9   123，400   12，340  

の所得税課税の   2，303，001′、3，117，000  DlO   147，000   14，700  の所得税課税の   2，303，001／、3，117，000  DlO   147，000   14，700  

額の区分が次の   3，117，001～4，173，000  Dll   172，500   17，250  額の区分が次の   3，117，001～4，173，000  Dll   172，500   17，250  

区分に該当する   4，173，001へ′5，334，000  D12   199，900   19，990  区分に該当する   4，173，001′、5，334．000  D12   199，900   19，990  

世帯   5，334，001～6，674，000  D13   229，400   22，940  世帯   5，334，001（－6，674，000  D13   229，400   22，940  

6，674，001以上   D14   全額  6，674，001以上   D14   全額  

●  

査旨 

モー・・ 営畜＝秦・  

26，300円  26，300円  

（略）  （略）  

備  備  

考  考  



階層  
世 帯 の 階 層 （細） 区 分  

徴収基準  

区分  月  療   

A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  
び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  

国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

世帯   

B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，200   220   

Al聡層及びD階層を除き当該  

（所得割の額のない世帯）   
Cl   4，500   450  

年度分の市町村民税の浪税  
C階層    世帯であって】その市町村民  

税の簡の区分が次の区分に  

三亥当する世帯   所得割の額ある世帯   
C2   5，800   580   

所得税の年額 
円  

4，800円以下   1⊃1   6，900   690  

4，801～  9，600  D2   7，600   760  

9，601～ 16，800  D3   8，500   850  

16，801～ 24，000  D4   9，400   940  

24，001～ 32，400  D5   11，000   1，100  

A階層及びB階  32，401′㌧ 42，000  D6   12，500   1，250  

層を除き前年分   42，001～ 92，400  D7   16，200   1，620  

の所得税課税世   92，401～120，000  D8   18，700   1，870  

帯であって、そ   120，001～156，000  D9   23，100   2，310  

D階層                                                                                                        の所得税課税の   156，001～198，000  DlO   27，500   2，750  

額の区分が次の   198，001～287，500  Dll   35，700   3，570  

区分に該当する   287，501～ 397，000  D12   44，000   4，400  

世帯   397，001～929，400  D13   52，300   5，230  

929，401／、1，500，000  D14   80，700   8，070  

1，500，001～十650，000  D15   85，000   8，500  

1，650，001～2，260，000  D16   102，900   10，290  

2，260，001～3，000，000  D17   122，500   12，250  

3，000，001～3，960，000  D18   143，800   14，380  

3，960，001以上   D19  全  額  左の徴収基  
準月額の10  

％  
ただしその  

額が17，120  
円に満たな  

い場合は  

17，120円   

備  考  （略）  



新（案）  旧   

別表2 徴収基準額表（結核児童療育給付事業）  別表2－2 徴収基準額表（結核児童療育給付事業）   

階層  徴収基準  
世 帯 の 階 層（細）区 分  

月  

階層  世 帯 の 階 層（細）区 分  徴収基準  

区分  額   区分  

り   

月  額   

A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  

び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  
国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

世帯  世帯   

B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，200   220  B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，200   220   

A階層及びD鋸屑を除き当抜  
Cl   4，500   450  

A階層及びD階層を除き当抜  

年度分の市町村民税の棟税  （所得割の額のない世帯）  年度分の市町村民税の採税  （所得割の額のない世帯）   
Cl   4，500   40  

C階層    世帯であって、その市町村民  C階層    世帯であって、その市町村民  
税の額の区分が次の区分に  

C2   5，800   580  
税の額の区分が次の区分に  

≡兵当‾㌻る世帯   所得割の額のある世帯   
C2   5，800   

書貞当する世帯   所得割の額のある世帯  
580   

所得税の年額 
円  

所得税の年額円  
2，400円以下   Dl   6，900   690  2，400円以下   Dl   6，900   690  

2，401～ 4，800  D2   7，600   760  2，401′－ 4，800  D2   7，600   760  

4，801′～ 8，400  D3   8，500   850  4，801／－ 8，400  D3   8，500   850  

8，401′－ 12，000  D4   9，400   940  8，401～ 12，000  D4   9，400   940  

12，001へノ 16，200  D5   11，000   1，100  12，001～ 16，200  D5   11，000   1，100  

A階層及びB階  16，201～ 21，000  D6   12，500   1，250  A階層及びB階  16，201～ 21，000  D6   12，500   1，250  

層を除き前年分   21，001～ 46，200  D7   16，200   1，620  層を除き前年分   21，001～ 46，200  D7   16，200   1，620  

の所得税課税世   46，20仁一60，000  D8   18，700   1，870  の所得税課税世   46，201へ′ 60，000  D8   18，700   1，870  

帯であって、そ   60，001～ 78，000  D9   23，100   2，310  帯であって、そ   60，001～ 78，000  D9   23，100   2，310  

D階層  78，001～100，500  DlO   27，500   2，750  D階層  78，001～100，500  DlO   27，500   2，750  

額の区分が次の   100，501～190，000  Dll   35，700   3，570  額の区分が次の   100，501～190，000  Dll   35，700   3，570  

区分に該当する   190，001～ 299，500  D12   44，000   4，400  区分に該当する   190，001～ 299，500  D12   44，000   4，400  

世帯   299，501～831，900  D13   52，300   5，230  世帯   299，501′－ 831，900  D13   52，300   5，230  

831，901′－1，467，000  D14   80，700   8，070  831，901～1，467，000  D14   80，700   8，070  

1，467，001～1，632，000  D15   85，000   8，500  1，467，001～1，632，000  D15   85，000   8，500  

1，632，001′～2，302，900  D16   102，900   10，290  1，632，001～2，302，900  D16   102，900   10，290  

2，302，901′－3，117，000  D17   122，500   12，250  2，302，901～3，117，000  D17   122，500   12，250  

3，117，001～4，173，000  D18   143，800   14，380  3，117，001～4，173，000  D18   143，800   14，380  

4，173，001以上   D19  全  額  左の徴収基  4，173，001以上   D19  全  額  左の徴収基  

準月額の10  準月額の10  

％  ％  
ただしその  ただしその  

額が17，120  額が17，120  

円に満たな  円に満たな  

い場合は  い場合は  

17，120円  17，120円   

備 考  （略）  備 考  （略）  

－
－
N
N
－
 
 
 



3 基準額等   

6NICU入院児支援事業  



新（案）  
旧  

総合周産期  総合周産期母子医療セ  3分の1  
母子医療セ   
ンタ一連営  な報酬、給料、貸金、  
室墓   職員手当等、共済費、  

MFICU12床以上の運営の場合  旅費、需用費（消耗品  
69，499，000円  費、燃料費、食糧費、  

印刷製本費、光熱水費、  
※MFICUが12床未満の場合は、1床あ  
たり5，791，000円を減額する。  役務費（通信運搬費）、  

委託料、使用料及び賃  
※事業期間が1年に満たない場合は、  
価償却費、資産消耗費           69，499，000円×事業月数∠週＿と土  

旦旦＿  

健やかな妊  健やかな妊娠・出産等サ  健やかな妊  健やかな妊娠・出産等  

娠・出産等   娠・出産等   

サポート事  4，300，000円以内  貸金、共済費、報償費、  事   5000000円以内  報酬賃金共済費、   

業  旅費、需用費（消耗品費、  業   報償費、旅費、需用費  

2安全・安心な妊娠・出産等支援体  2安全・安心な妊娠・出産等支援体  

制整備事業  繕料）、役務費（通信運搬  制整備事業  印刷製本費、修繕料）、  

9，500，000円以内  費、広告料）、委託料、使  10，000，000円以内  役務費（通信運搬費、  

用料及び賃借料、備品購  広告料）、委託料、使用  

入費  
料及び賃借料、備品購  
入費  

妊産婦ケア  
センター運  に必要な報酬、給料、賃  
営事業   利用者の宿泊定員10人以上  

42，000千円  費、需用費（消耗品費、  
壁亙星旦ミ迎人未満の場合は、  
定員1人当たり4，000千円  
を減額する。  運搬費）、委託料、備品  

※最低定員は5人とする。  購入費、負担金、補助及  
※事業期間が1年に満たない  

場合は、  
42，000千円×事業月数／12  
とする。   

∃   



様式1国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表   

注  目  
国庫負担（捕 肋）基本編   要図庫負担 綿及び国庫  

区 分  備 考  
こ三■．三  

円  円  

黄               養育医療  
母子保健衛  
生費負担金                    療育の給付費  

小    計  

絵柁児童日  
用品賛署員  

新  
子どもの心の診府拠点病院機械推進事業  
環削じ弾手菓  

案  生涯を通じた女性の健康支ほ事業   
母子保健衛                        ニム 助成事業            特定不明′D療章  

生費捕恥金                                        産等サポート事業            健やかな妊娠・出   

小  計   
言十  

（注）国庫負担（補助）基本顆欄こは・舶2及び舶3の各表の国庫負担及び補助基本額を記折ることp   

様式1国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表  

都道府県（政令市、特別区）名  

目  
国庫負1日（捕 肋）基本額   要国庫負担 綿及び国庫  

種  備 考  区 分  
二≡M■■寸  

円  P】  

母子保健相  
生費負担金  

小 計  

結核児童日  
用品費等負  
担金  

子どもの心の診療拠点病院機構推進事業  

1日  療育指キ事業  
健康支は事業             生涯を通じた女性の   

～ム費助成事業  

母子保健衛 生補助金  
賛  

健やかな妊娠・出産等サポート事業   
小 計  

計   
領を記載すること。  



様式3 凰庫補助金所雪崩蘭  

捜  日  対t経費の 支出予定額  

ゼ  
円  円  円  円  円  

ふ  
円  

子どもの心の診療拠点病院機構推進事業  
療書指導事業  
生涯を通じた女性の健應支援事業  

新  
健やかな妊娠・出産等サポート事業  

（注）「国庫補助基本軌欄は、次により紀入すること。  

・書付馨錮4 r書付錮の王吉井秦）（4）に掲げる手蔓  
（勤⊥（初′右廿iさl＿丁小ない★の錨＿  

・r傲やかな妊娠・出産婁サポート塞董iの⑥の錨は＿（割と闇鰯けする．   

様式3 国l圭補助金所専露百調  

対象経費の  
種  目  支出予定額   基準額   

G）  ②  ④  且  企  企  

円  円  円  円  円  円  円  
子どもの心の診療拠点病院機構推進事業  

療育指導事業  

生涯を通じた女性の健康支援事業  

特定不妊治療♯助成事業  

旧  
周産期匡環対策事業  

鍼含舶崩良子瞑瘍l直＿且且』  

生霊  

健やかな妊娠・出産等サポート事業  

計  

（注）「国庫補助基本舗」欄は、次により記入すること。  

・交付審鯛4（空欄儀の重曹篇浅）（1）鬼！J＝2）に揚lザる王董  
（割と（割と妄Ⅷ山番．て′レない★の】鱈＿  

法）r3‖こ掲げ 

・番付薯■4（蛮イ寸】臨の宣告末る塞蒙    ふ′（初♪多壮齢l．T小ない方の錮に3分の2古書l二丁績卜鰯′㈲′多比髭＝．T小ない真の錮＿    ・「傭やかな妊娠・出産墓サポート暮暮lの何の錮は（酌と同朋♪する＿  



様式3 国庫補助金精算縮調  

都道府県（政令市・特別区）名   

種  目   対象経費の 支出予定額   
汀）   ②   〔弟   伍）   

円   円   円   
（融   

円   円   円  
子どもの■bの診療拠点病院機構推進事業  

療育指濱事業  
生涯を通じた女性の健康支援事業  
特定不妊治療費助成事業  
健やかな妊娠・出産等サポート事業  
綿磨濾ケア1ナンター運  

計  
新  （注）「国庫補助基本線」憫は、次により妃入すること。  

合  

．番付モ娼4  、 の     トl）1こ縄げる暮   

案   ③♪盾）′を比j抒LT′少ない  
．「椒やかな妊娠・出産毒 ′、一 重董tの偏）の錮は 信ルり訃紹とす   

様式3 国庫補助金精算額調  

都道府県（政令市・特別区）名  

対象経費の  基準額   
種  目  支出予定舗   捜姐鎚   

和   国   ★   ㈲   
円   円   

⑤   
円   円   円   

十  
円   円  

子どもの心の診療拠点病院機構推進手業  
療育指場事業  
生涯を通じた女性の健膚支操車菓  
特定不妊治額費助成事業  
周産期医療対策事美  

健やかな妊娠・出産等サポート事業  
旧  ム  計  

（注）「国師粛助基本線」欄は、次により紀入すること。  

．寸1寸書娼4（引寸錨の壬  ご 1 ■ 21に絡げる事業  
信）と（割とを比蘭LT′かない  

にl  
・番付審娼4（番付錮の1普天浅1（3）    ㈲′㈲′多比威  ノ、ない方の鰯に3分の2多●】∵丁場卜錮′㈲とを比駐l一て守レ左い篇の  
．「 、′－妊娠．出産蕃サボ」ト手業lの仔の鋪は＿ 信）′后ほ酒とするh  



雇児発第0823001号  

平成17年8月23日   

一部改正 雇児発第1011007号  

平成18年10月11日  

一部改正 雇児発第0514002号  

平成19年5月14日  

一部改正 雇児発第0331010号  

平成20年3月31日  

雇児発第0823001号  

平成17年8月23日   

一部改正 雇児発第1011007号  

平成18年10月11日  

一部改正 雇児発第0514002号  

平成19年5月14日  

一部改正 雇児発第0331010号  

平成20年3月31日  

一部改正 雇  

平成21年※月※日  

都道府県知事  

各 政令市市長 殿  

特別区区長  
都道府県知事  

各 政令市，市長 殿  

特別区区長  

頑  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

母子保健医療対策等総合支援事業の実施について  

母子保健医療対策事業について、この度、母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱を別紙の  
とおり定め、平成17年4月1日から適用することとしたので、御了知の上、本事業の実施につ  

きお願いする。   

なお、本通知の施行に伴い、母子保健強化推進特別事業の実施について（平成8年5月10日  

児発第485号厚生省児童家庭局長通知）、新生児聴覚検査の実施について（平成12年10月  
20日児発第834号厚生省児童家庭局長通知）、疾病により長期にわたり療養を必要とする児  

童に対する療育指導について（平成9年4月1日児発第250号厚生省児童家庭局長通知）、生 涯を通じた女性の健康支援事業の実施について（平成8年5月10日児発第483号厚生省児童  
家庭局長通知）、特定不妊治療費助成事業の実施について（平成16年3月31日産児発第03  
31008号厚生労働省雇用均等■児童家庭局長通知）、周産期医療対策整備事業の実施につい  

て（平成8年5月10日児発第488号厚生省児童家庭局長通知）は、廃止する  

母子保健医療対策等総合支援事業の実施について  

母子保健医療対策事業について、この度、母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱を別紙の  
とおり定め、平成17年4月1日から適用することとしたので、御了知の上、本事業の実施につ  

きお願いする。   
なお、本通知の施行に伴い、母子保健強化推進特別事業の実施について（平成8年5月10日  

児発第485号厚生省児童家庭局長通知）、新生児聴覚検査の実施について（平成12年10月  
20日児発第834号厚生省児童家庭局長通知）、疾病により長期にわたり療養を必要とする児  

童に対する療育指導について（平成9年4月1日児発第250号厚生省児童家庭局長通知）、生  
涯を通じた女性の健康支援事業の実施について（平成8年5月10日児発第483号厚生省児童  
家庭局長通知）、特定不妊治療費助成事業の実施について（平成16年3月31日雇児発第03  
31008号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）、周産期医療対策整備事業の実施につい  

て（平成8年5月10日児発第488号厚生省児童家庭局長通知）は、廃止する。  

（
摘
草
u
N
）
 
 
 

∬ － 一  －   

正き＿ ∵  ＿一G⊥ 二∵  



新（案）  

母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱  母子保健医療対策等総合支援事業実施要綱  

第1 （略）  

第2 事業内容  

1～3（略）   

第1  

（略）   

第2 事業内容   

1～3（略）  

4 特定不妊治療費助成事業   

（り～（4）（略）   

（5）医療機関の指定等   

① 事業の実施に当たり、都道府県の長（以下「都道府県知事等」という。）は、指定  

基準を定め、これに基づき、特定不妊治療を実施する医療機関として適当と認め  

られるものを指定するものとする。  

なお、医療機関の指定基準を定めるに当たっては、次の諸点に留意すること。  

ア 別添3 「特定不妊治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定  

用件に関する指針」を踏まえること。  

イ 特定不妊治療の実施につき、高い技術の下に十分な理解と倫理観をもって対処で  

きる医療機関であること。例えば、社団法人日本産科婦人科学会（以下「学会」と  

いう。）が定めた以下の会告等が参考になる。  

・体外受精t胚移植に関する見解（平成18年4月）  

・顕微授精に関する見解（平成18年4月）  

・「多胎妊娠」に関する見解（平成8年2月）  

また、指定に当たっては域外であっても管内の患者を多く受け入れている医療機関  

を指定する等、助成を受けようとする夫婦の利便性も考慮すること。   

③ 指定を行った医療機関についても、3年程度を目途に、要件に照らして再審査を行  

うものとする。なお、倫理的に許されない行為が行われたと判断される等の状況が  

あれば、すみやかに再審査を行い、指定の取り消しを行うことができるものとする。   

③ 不妊治療の実施医療機関及びそれを指定する都道府県知事等は、地域の周産期医療の  

確保を鼠り、また、不妊治療実施医療機関と周産期医療機関の連携に十分配慮するこ  

とが求められる。   

④ 本事業の円滑な実施を図るため、医療機関の指定その他の事務処理に当たっては、  

医師会等関係者と十分連絡協議の上行うものとする。   

（6）～（12）（略）   

4 特定不妊治療費助成事業  

（1）～（4）（略）  

（5） 医療機関の指定等   

① 事業の実施に当たり、都道府県の長（以下「都道府県知事等」という。）は、指定  

基準を定め、これに基づき、特定不妊治療を実施する医療機関として適当と認め  
られるものを指定するものとする。  
なお、医療機関の指定基準を定めるに当たっては、次の諸点に留意すること。  
ア 別添3 「特定不妊治療費助成事業の実施医療機関における設備・人員等の指定  

用件に関する指針」を踏まえること。  
イ 特定不妊治療の実施につき、高い技術の下に十分な理解と倫理観をもって対処で  
きる医療機関であること。例えば、社団法人日本産科婦人科学会（以下「学会」と  

いう。）が定めた以下の会告等が参考になる。  

・体外受精・胚移植に関する見解（平成18年4月）  

・振微授精に関する見解（平成18年4月）  

・「生殖補助医療における多胎妊娠防止」に関する見解（平成20年4旦⊥  

また、指定に当たっては域外であっても管内の患者を多く受け入れている医療機関  
を指定する等、助成を受けようとする夫婦の利便性も考慮すること。   
② 指定を行った医療機関についても、3年程度を目途に、要件に照らして再審査を行  

うものとする。なお、倫理的に許されない行為が行われたと判断される等の状況が  
あれば、すみやかに再審査を行い、指定の取り消しを行うことができるものとする。   
③ 不妊治療の実施医療機関及びそれを指定する都道府県知事等は、地域の周産期医療の  
確保を図り、また、不妊治療実施医療機関と周産期医療機関の連携に十分配慮するこ  
とが求められる。   
④ 本事業の円滑な実施を図るため、医療機関の指定その他の事務処理に当たってt事、  

医師会等関係者と十分連絡協議の上行うものとする。   

（6）～（12）（略）  



旦周産期医療対策事業について   

＝） 目的 （略）  

（2）  主体一」旦し  

（3）事業内容  

塾聯（略）   ＠J卿（略）   
③ 周産期医療関係者研修季華 （略）   

＠ 周産期医療調査・研究事業 （略）  

（竪NICU入院児寅環事業   ヱ刺tCUに併  蜘児童lこつい  
三、 

抑という。）を配置する。  
イ  

」刊 必須の業務  
a叫長期ネ院児の現状把握及び現在入障中の医療機関と望  
ましい移行先（他医療機関、卿整  

地 

ら実施すること  
a 移行後の緊急掛こ備えた救急医療機関・専門的医療機関との連携  
b 家族への包括的なケアの提供  

c在宅生活等脚半う医療担・福祉的環境整備   

㈱系る基本方針   
重量府県一瑚整胤こ当たっては、別添■7「周産期医療シス   

亘ム整備指針」に崖づき、同産期医療供終体制の現状、今後の周産期医療需要の推移等   
嬰域の実情を十分勘案しつつ、嘩   

6 健やかな妊娠・出産等サポート事業について  

略）  

5 健やかな妊娠・出産等サポート事業について  

略）  

、l  
＿■n．▲  レー  

●一 Lノ ーーー 一丁丁・丁■コ■・－＝叫ニ  ー  一 一－ユー、ヽ■鉢 一、1＿－し－1■Jサ＿  
■＝ ・札一〉′～ニ㌔叫－ ∴－  、一一一至：∵㌧∵ブーー▼ムり  ＿′・ユ 暮‡＿、こ1－ぷ＿上－・t   



新（案）  

動こついて  

（り 事業目的   

産前産後の妊産婦は、社章卿こよ  

る様々なストレスの増大などにより、産後においてうつ病を発症するなど母体の健康管理   

そ行う上で、騨   瑚（母体   
ケア、 

主土 

（2）実施主体   

杢重き旦呈塵 

ただし、魔法人、塵   

会福祉法人又は特定非営利活動法人などに委託等することができるものとする。  

（3）事業の対象者  

出産前後の妊産婦及びその子（以下「利用者」という。）  本事業を利用することのできる者は、   

であり、御L遜  

の各号のいずれかの事由に毯当する者とする。   

ただし、病院等への入院加療を要する者は除く。  

ア 母に体調不良または育児不安等がある者。  

土」卿な華育が困難である者。  

り その他特に支援が必要と認められる者。  

担）事業内容  

ショートステ1′（デイケアを含む。）事栗   

原則として、一柳ては、14日間   墜星⊥叫L   
母体ケア、乳児ケアを実施するとともに、瑚  
（5）事業の実施担当者   

」 遥遠の実施1こ当たっては、次の各号に担げる担当者を配置し行うものとする。   

① 助産師、嚇は看護師が勤務  
していること。）  

尻闇眉白r 藍1岨6組。筑ヨl扇岨Ⅸ転恩田姻扇岨臼覇聖。慌朝日日詞言T  

②御重  
灘・カウンセリン   

グ等を行う。   
㌢ム、恩師旦び鉱、蛙悼ゼミ押当一夏 

塁 

全量皇埋鑑三屋 
ただし、調理業務の全部を委託する場合にあっては、調理員を置力、なし＼ことができるもの   

とする。  
④ その他  
一 上記①から（卦以外に本事業を実施する上で必要な事務員等を置‡くことができるj   



新（案）   

（6）事業の実施場所  

本事業恥し、原  
則として、次lこ掲げる設備を設lナることとする。  

＿ただし、㈱毒（本来の事業目的を達成するため  
幽割こ支障がないと認められる場合lこ限る。）  
がある場合は、この限りでない。  

草し利用者の居室  
② 食堂  
③ カウンセリング室  

＠乳児保育室  

⑤ 体操等を行う多目的室  
⑥ その他必要な整塵   
p）利用料  

本事業碑る。  
とだし、その場合において、利用者の所得1こ十分配慮しなければならない。   

牒）そ但但  

妊産婦ケアセンタ「の利阻促進を図るため、その目的や利田方患割こついて、利用者の  
要望を取り入れ抑、積極的な広報  
活動を行うこととする。また、医療機関等の関係機関lこ対しても同センターIこついて周知  

を園り、卿   

第3 国の助成 （略）   

第4 事業計画 （略）   

別添1～6 （略）   

（削除）  

第3 国の助成 （略）   

第4 事業計画 （略）   

別添1～6 （略）   

別添7  

周産期医療システム整備指数  

ー    」一‾      ′．   



小児慢仕特定疾患治療研究事業実施要綱一部改正新旧対照表  

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱   

第1～第3 略  
第4 実施方法   
1～7 略   
8 一部負担額   

（1）対象患者又はその扶養義務者が負担する一部負担額は次の区分ごと  
に定める額とする。なお、同一の月における同一の医療機関（同一の医  
療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は、それぞれの診療  

ごとに別の医療機関とみなす。以下同じ。）における診療であっても、  

入院と外来による診療が別の期間に行われた場合は、入院、外来別に  

入院の一部負担額及び外来の一部負担額が生じるものとする。ただし  
、同一一の月における入院の一部負担額若しくは外来の一部負担額の合  
計額又は入院の一部負担額及び外来の一部負担額の合計額がそれぞれ  
別表1－1又は別表1－2に定める入院若しくは外来の自己負担限度額  
又は入院の自己負担限度額を超える場合は、当該超える額について、  
当該患者の保護者の申請に基づき支給することができる。  

（五 入院  

同一の医療機関ごとに、1か月につき、次の各号に掲げる区分によ  

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱   

第1～第3 略  
第4 実施方法   
1～7 略   

8 〉一部負担額  
（1）対象患者又はその扶養義務者が負担する′一部負担額は次の区分ごと  
に定める額とする。なお、同一・一の月における同一の医療機関（同一の医  
療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は、それぞれの診療  

ごとに別の医療機関とみなす。以下同じ。）における診療であっても、  
入院と外来による診療が別の期間に行われた場合は、入院、外来別に  
入院の一部負担額及び外来の一－一一部負担額が生じるものとする。ただし  
、同一の月における入院の一部負担額若しくは外来の一一部負担額の合  
計額又は入院の一一部負担額及び外来の一部負担額の合計額がそれぞれ  

別表1  に定める入院若しくは外来の自己負担限度額   

又は入院の自己負担限度額を超える場合は、当該超える額について   
当該患者の保護者の申請に基づき支給することができる。  

① 入院  
同一の医療機関ごとに、1か月につき、別表1  

五重の「入院」欄に定める額を限度とする額。  
一 平成20年4月1日から平成20年6月30日まで 別表1－1  

の「入院」欄に定める額を限度とする額  

二 平成20年7月1日から 別表1－2  

② 入院以外  
同一の医療機関ごとに、1か月につき  

② 入院以外  
同一の医療機関ごとに、1  次の各号に掲げる区分によ  か月につき、別表1   

皇室の「外来」欄に定める額を限度とする額。なお、医療保険各法の  
規定による薬局での保険調剤及び指定訪問者護については、一部負担  
額は生じないものとする。  

の「外来」欄に定める額を限度とする額。なお、医療保険各法の  
規定による薬局での保険調剤及び指定訪問看護については、一部負担  
額は生じないものとする。  

ら平成20年6月30日まで 別表1－1  一 平成20年4月1日か  
二 平成20年7月1日から 別表1－2   

（2）及び（3） 略   
9及び10 略  
第5～第11 略  
別紙様式例1、別紙1及び別紙様式例2 略  

（
鳩
華
霊
）
 
 
 

（2）  

9及び1  

び
 
 

及
0
 
 第5～第11  

別紙様式例1  紙1及び別紙様式例2 略  



新   旧  

（別表1－1）   

小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表  

自己負担限度額  

階 層 区 分  
入  院   外  来  

生活保護法の被保護世帯及び中国  

残留邦人等の円滑な帰国の促進及  旦   
び永住帰国後の自立の支援に関す  

る法律による支援給付受給世帯  

生計中心者の市町村民税が非課税  

の場合   旦   

生計中心者の前年の所得税が非課  

税の場合 2．200   1，100  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が10，000円以下の場合   3，400   1，700  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が10，001円以上30，000円以下の  4，200   2，100  
場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が30，001円以上80．000円以下の  5，500   2，750  
場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が80，001円以上140，000円以下  9，300   4，650  
の場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  

額が140，001円以上の場合   11．500   5，750  

備考：1．「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7月1日から翌年の   

心霊▲＿．二＿   



新  

6月30日をいう。）において市町村民税が課税されていなし、（地方税  
法第323条により免除されている場合を含む。）場合をいうu  
2．この表の「所得税課税年額」とは、所得税法（昭和40年法律第33  
号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、経済社会の変化等に  
対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法  

律（平成11年法律第8号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶  
予等に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算され  

た所得税の額をいう。  
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しノないもの  
とする。  
（1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  
（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項、第41条の2、第41条の19の2  
第1項  

（3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附  

則第12条  

3．10円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。  
4．災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場  
合には、その状況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをし  
て差し支えない。  
5．同一生計内に2人以上の対象患者がいる場合は、その月の一部負担  
額の最も多額な児童以外の児童については、上記の表に定める額の  
1／10に該当する額をもって自己負担限度額とする。  
6．前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない  
場合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前々年分の  
所得税又は前年度の市町村民税によることとする。  

（別表1） （別表1－2）  

旧、－、紺療絹業における自己負担限度額表  小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表  

自己負担限度額  自己負担限度額  

階 層 区 分  階 層 区 分  
外  来  入 院 入  院  外 来  

生活保護法の被保護世帯及び中国  生活保護法の被保護世帯及び中国  
残留邦人等の円滑な帰国の促進及  且   残留邦人等の円滑な帰国の促進及  旦   

び永住帰国後の自立の支援に関す  び永住帰国後の自立の支援に関す  
る法律による支援給付受給世帯  

る法律による支援給付受給世帯  

－
会
川
T
 
 
 



新  旧  

旦   生計中心者の市町村民税が非課税  0  生計中心者の市町村民税が非課税  
の場合  

0  0  

の場合  

生計中心者の前年の所得税が非課  生計中心者の前年の所得税が非課  
税の場合   2，200   ，100  税の場合   2，200   ，100  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が5，000円以下の場合   3，400   ，700  額が5，000円以下の場合   3，400   ，700  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が5，001円以上15，000円以下の  4，200   ，100  額が5，001円以上15，000円以下の  4，200   100  
場合  遷全  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が15，001円以上40，000円以下の  5，500   ，750  額が15，001円以上40，000円以下の  5，500   ，750  
場合  場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年  

額が40，001円以上70，000円以下の  9，300   ，650  額が40，001円以上70，000円以下の  9，300   ，650  

場合  場合  

生計中心者の前年の所得税課税年  生計中心者の前年の所得税課税年   

額が70，001円以上の場合   11，500   ，750  額が70，001円以上の場合  11，500   ，750  

備考‥1・「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7月1日から翌年の  
6月30日をいう。）において市町村民税が課税されていない（地方税  6月30日をいう。）において市町村民税が課税さ   れていない（地方税  
法第323条により免除されている場合を含む。）場合をいう。  法第323条により免除されている場合を含む。）  
2・この表の「所得税課税年額」とは、所得税法（昭和40年法律第33  2・この表の「所得税課税年額」とは、所得税法  
号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及び災害被害者に対  号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）及  
する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）  する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭不  
の規定によって計算された所得税の額をいう。  の規定によって計算された所得税の額をいう。  
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないも  ただし、所得税額を計算する場合には、次の規  
のとする。  のとする。  
（1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  （1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及  
（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41  （2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項  
条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  
（3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附  （3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成1   0年法律第23号）附   
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